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第２号様式（第４関係）  

令 和  ５  年  １  月 １ ９ 日  

 

調 布 市 議 会 議 長  小  林  市  之  様  

 

                総 務 委 員 長  狩  野  明  彦   

 

   視 察 等 共 通 部 分 報 告 書  

 

下 記 の と お り ， 視 察 （ 研 修 ・ 視 察 研 修 ） を 実 施 い た し ま し た の で ，

視 察 等 個 別 部 分 報 告 書 （ 第 ３ 号 様 式 ） を 添 え て 報 告 い た し ま す 。  

 

記  

 

１  実 施 名 称 （ テ ー マ ）  

  令和４年度調布市議会総務委員会行政視察  

２  実 施 期 日 （ 期 間 ）  

  令和４年１０月２４日から令和４年１０月２６日（３日間）  

３  実 施 場 所 （ 視 察 先 ・ 研 修 会 場 ）  

  ・滋賀県彦根市（彦根市議会）  

・福井県福井市（福井市議会）  

・石川県金沢市（金沢市議会）  

４  実 施 目 的  

  総務委員会所管事務について，他自治体の視察，事務調査を行う

ことにより，今後の市政に十分反映させることを目的とする。  

５  参 加 者 の 氏 名  

  ・狩野  明彦  ・清水  仁恵  ・阿部  草太  ・井上  耕志  

  ・小林  市之  ・坂内   淳  
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６  実 施 結 果 （ 視 察 概 要 ）  

  ・ 滋 賀 県 彦 根 市 （ 彦 根 市 Ｄ Ｘ 推 進 基 本 方 針 に つ い て ）  

Ｄ Ｘ 推 進 室 ・ ラ イ フ サ ー ビ ス 課 ・ 総 務 課 ・ 危 機 管 理 課 に よ る 説 明  

 (1) 彦 根 市 Ｄ Ｘ 推 進 の 概 要 に つ い て  

ア  Ｄ Ｘ に 関 す る 組 織 に つ い て  

令 和 ３ 年 １ 月 に 行 政 デ ジ タ ル 推 進 課 を 市 長 直 轄 組 織 内 に 設 置 し ，  

行 政 の デ ジ タ ル 化 や Ｄ Ｘ に 関 す る 調 査 研 究 を 行 い ， 令 和 ４ 年 ４ 月  

に は 行 政 デ ジ タ ル 推 進 課 を 庁 内 の 情 報 基 盤 を 統 括 ・ 運 営 す る 情 報  

政 策 課 内 に Ｄ Ｘ 推 進 室 と し て 組 織 編 入 し た 。  

Ｄ Ｘ 推 進 に 当 た り ， 通 信 体 制 の 整 備 が 喫 緊 の 課 題 で あ る 中 で ，  

   デ ジ タ ル 分 野 に お け る 外 部 の 専 門 人 材 を 任 用 す る こ と が 必 要 と な  

る こ と か ら ， 彦 根 市 情 報 化 戦 略 本 部 に お い て 外 部 専 門 人 材 の 任 用  

と し て ， 令 和 ４ 年 ５ 月 か ら 情 報 政 策 課 特 別 顧 問 ， い わ ゆ る Ｃ Ｉ Ｏ  

補 佐 官 の 任 用 を 行 っ た 。  

 Ｃ Ｉ Ｏ 補 佐 官 に は ， ① Ｄ Ｘ 推 進 の 土 台 と な る Ｂ Ｐ Ｒ の 推 進 に 関  

す る 指 導 ・ 助 言 ② 令 和 ７ 年 度 に 導 入 さ れ る 全 国 統 一 基 幹 シ ス テ ム  

標 準 化 に 向 け た シ ス テ ム 構 築 に 関 す る 指 導 ・ 助 言 ③ キ ャ ッ シ ュ レ  

ス ， 施 設 予 約 シ ス テ ム ， Ａ Ｉ チ ャ ッ ト ボ ッ ト 等 の 新 た な デ ジ タ ル  

ツ ー ル の 導 入 に 関 す る 指 導 ・ 助 言 ④ 職 員 へ Ｄ Ｘ に 関 す る 意 識 づ け  

を 行 う た め の 研 修 に 関 す る ア ド バ イ ス ， 以 上 ４ 点 を 依 頼 し て い る 。  

イ  ネ ッ ト ワ ー ク 環 境 に つ い て  

  本 庁 以 外 に ， 県 内 外 に ３ か 所 の デ ー タ セ ン タ ー を 持 つ と と も に ，  

災 害 等 に 備 え ， 関 東 圏 域 に デ ー タ の バ ッ ク ア ッ プ 施 設 を 別 途 設 置 。  

庁 内 及 び 出 先 機 関 に は ， 平 成 28年 ８ 月 か ら ， 無 線 環 境 を 整 備 。  

職 員 は ， タ ブ レ ッ ト 端 末 （ サ ー フ ェ ス ） を １ 人 １ 台 配 布 し ， 自 席  

以 外 の ど こ で も 仕 事 が で き る 環 境 を 整 備 し た 。  

タ ブ レ ッ ト に は ， ク ラ ウ ド 電 話 が 接 続 さ れ て お り ， 庁 内 で の 連  

絡 は こ の 電 話 で ビ デ オ 通 話 ， も し く は チ ャ ッ ト で の 会 話 ， ま た は  

電 子 会 議 が そ の 場 で で き る よ う な 体 制 を 整 備 し て い る 。  

コ ロ ナ 禍 に お い て ， 分 散 勤 務 が 可 能 で あ り ， 庁 内 以 外 の 無 線 が  
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使 え な い と こ ろ で も ， 自 宅 や そ れ 以 外 の Ｗ ｉ － Ｆ ｉ 環 境 が 使 え る  

環 境 で あ れ ば ， リ モ ー ト で 接 続 で き る ア プ リ を 導 入 し ， 在 宅 で の  

勤 務 を 積 極 的 に 実 施 し て い る 。  

ウ  行 政 サ ー ビ ス  

  電 子 申 請 の シ ス テ ム を 導 入 。 一 部 ， 税 や 手 数 料 の Ｐ ａ ｙ Ｐ ａ ｙ  

等 の キ ャ ッ シ ュ レ ス も 導 入 し た 。 証 明 書 の 自 動 発 行 シ ス テ ム を 活  

用 し た コ ン ビ ニ で の 発 行 業 務 も 実 施 し て い る 。  

情 報 発 信 は ， 市 長 自 ら が 発 信 し て い る ユ ー チ ュ ー ブ の ほ か ， イ  

ン ス タ ， テ ィ ッ ク ト ッ ク ， ツ イ ッ タ ー 等 の Ｓ Ｎ Ｓ を 用 い て 発 信 。  

  エ  行 政 事 務 の Ｄ Ｘ 化  

電 子 会 議 シ ス テ ム ， タ ブ レ ッ ト を 利 用 し た ペ ー パ ー レ ス 会 議 ，  

議 事 録 の 作 成 を 行 う Ａ Ｉ 支 援 シ ス テ ム ， Ａ Ｉ で 入 所 調 整 を 行 う 保  

育 所 入 所 シ ス テ ム 等 を 導 入 し た 。  

 Ｂ Ｐ Ｒ に 取 り 組 ん で い る ほ か ， 今 後 は ， 押 印 廃 止 に 伴 う 電 子 申  

請 へ の 切 替 え ， Ｒ Ｐ Ａ や Ａ Ｉ － Ｏ Ｃ Ｒ 等 の 次 世 代 へ 向 け た デ ジ タ  

ル ツ ー ル を 積 極 的 に 導 入 し ， 新 た な デ ジ タ ル 社 会 に 向 け た ス マ ー  

ト シ テ ィ ー の 構 築 に 取 り 組 ん で い る 。  

 (2) 彦 根 市 の Ｄ Ｘ 推 進 状 況  

  ア  市 民 サ ー ビ ス Ｄ Ｘ に つ い て  

   (ｱ) 異 動 受 付 支 援 シ ス テ ム  

     令 和 ３ 年 ３ 月 に 導 入 。 来 庁 者 が 持 参 し た 転 出 証 明 書 等 の 書 類  

の 読 込 や 聞 き 取 り 内 容 を 職 員 が 代 わ っ て 入 力 す る こ と で ， 住 民  

異 動 届 に 手 書 き で 記 入 す る 時 間 を 省 き ， 最 後 に 電 子 サ イ ン す る  

だ け で 手 続 が 完 了 す る 。  

具 体 的 に は ， 転 入 届 手 続 の 際 に ， こ れ ま で 様 式 に 氏 名 ， 生 年  

月 日 ， 住 所 等 の 項 目 を 記 入 す る 必 要 が あ っ た が ， 本 シ ス テ ム に  

よ り ， 届 出 さ れ た 方 が 持 参 し た 転 出 証 明 書 に 記 載 さ れ た 内 容 で  

あ る 氏 名 ， 生 年 月 日 ， 住 所 等 を Ｏ Ｃ Ｒ で 読 み 取 る こ と で ， 文 字  

を 電 子 ・ テ キ ス ト 化 す る 。 加 え て 職 員 が ヒ ア リ ン グ を 行 い 補 足  

入 力 す る こ と で ， 従 来 と 同 様 の 住 民 異 動 届 を 作 り 上 げ る 。 来 庁  
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者 に は ， タ ブ レ ッ ト に 表 示 さ れ た 住 民 異 動 届 の 内 容 確 認 後 に ，  

電 子 ペ ン で サ イ ン し て も ら う こ と に よ り 届 出 が 完 了 す る 仕 組 み 。  

   (ｲ) テ レ ビ 電 話 を 用 い た 庁 舎 間 で の 市 民 対 応  

     彦 根 市 は 分 庁 体 制 を と っ て い る た め ， 本 庁 と 福 祉 事 務 所 が 離  

れ て い る 。 そ の た め ， 庁 舎 間 で 相 談 業 務 を 行 う 際 に ， 本 庁 に あ  

る 相 談 室 と 福 祉 事 務 所 を テ レ ビ 電 話 で 結 び ， 相 談 す る 体 制 を 実  

現 し て い る 。  

  イ  自 治 体 運 営 の Ｄ Ｘ に つ い て  

   (ｱ) ネ ッ ト ワ ー ク の 無 線 化 ・ タ ブ レ ッ ト 端 末 に よ る フ リ ー ア ド レ  

ス 化 ・ ス マ ー ト 化  

 市 役 所 の ネ ッ ト ワ ー ク セ キ ュ リ テ ィ ー 体 制 等 を 一 元 的 に 見 直  

す 一 環 と し て 無 線 化 を 実 施 。 ル ー タ ー を 点 在 さ せ ， 無 線 Ｌ Ａ Ｎ  

通 信 す る こ と に よ り 実 現 し た 。  

基 幹 系 シ ス テ ム に 一 部 有 線 は 残 っ て い る が ， 基 本 的 に 無 線 で  

全 て 繋 が っ て い る た め ， 会 議 や 窓 口 応 対 に タ ブ レ ッ ト を 活 用 し  

て い る 。 ま た ， タ ブ レ ッ ト を 用 い た フ リ ー ア ド レ ス 化 を 実 現 し  

て い る 。  

彦 根 市 は ， 病 院 や 消 防 も 含 め て 職 員 が 約  1,300人 在 籍 し て い  

る が ， 基 本 的 に タ ブ レ ッ ト は 職 員 １ 人 １ 台 と し て 活 用 し て い る 。  

   (ｲ) ビ ジ ネ ス チ ャ ッ ト に よ る 業 務 改 革  

     シ ス コ 製 の ジ ャ バ ー と い う ツ ー ル を 使 用 し ， チ ャ ッ ト ， テ レ  

ビ 電 話 ， Ｉ Ｐ 電 話 ， 内 線 を 全 て 個 人 で 運 用 し て い る 。 個 人 に 職  

員 番 号 の よ う な 番 号 が 振 ら れ て い る た め ， 個 人 間 で 電 話 が 可 能 。  

チ ャ ッ ト は ， 在 席 確 認 で き る た め ， 応 答 可 能 ， 会 議 中 の た め  

チ ャ ッ ト 希 望 ， 応 答 不 可 ， 退 席 中 な ど ， ス テ ー タ ス を カ ス タ マ  

イ ズ で き る 。 一 部 ， 外 線 か ら の 電 話 に つ い て は ， 直 通 の 電 話 が  

必 要 だ が ， 職 員 間 は ジ ャ バ ー を 使 っ て 運 用 し て い る 。  

   (ｳ) 文 書 管 理 ・ 電 子 決 裁 シ ス テ ム に よ る ， ペ ー パ ー レ ス 化 ・ 決 裁  

の 迅 速 化  

 文 書 管 理 シ ス テ ム は ， 公 文 書 の 収 受 ， 起 案 か ら 廃 棄 に 至 る ま  



－5－ 

で の 公 文 書 の 一 連 の 管 理 を 行 い ， 電 子 決 裁 も で き る 。  

本 シ ス テ ム は ， 平 成 29年 ６ 月 か ら 運 用 を 開 始 し ， 令 和 ２ 年 10 

月 か ら 一 部 帳 票 に つ い て 財 務 会 計 シ ス テ ム と の 連 携 を 実 施 し た 。  

ペ ー パ ー レ ス 化 に よ る 紙 の 削 減 量 は 不 明 だ が ， 執 務 ス ペ ー ス  

や 書 庫 の 確 保 に 良 い 影 響 を 与 え て い る と の こ と 。  

決 裁 に つ い て ， 本 庁 以 外 の 施 設 の 部 署 が 起 案 し ， 本 庁 部 署 に  

合 議 を 受 け る よ う な 決 裁 は ， 物 理 的 な 移 動 時 間 が な く な り 迅 速  

化 さ れ た 。 ま た ， コ ロ ナ 禍 に お け る 在 宅 勤 務 に お い て ， 効 果 を  

発 揮 し て い る 。  

 (3) Ｄ Ｘ 推 進 の 具 体 的 取 組  

  ア  市 民 サ ー ビ ス の Ｄ Ｘ 推 進  

    令 和 ３ 年 に 新 庁 舎 に 移 転 す る タ イ ミ ン グ で 窓 口 部 門 が １ 階 と ２  

階 に 分 か れ て い た も の を ， 全 て １ 階 に 集 約 し ， ワ ン フ ロ ア 化 を 図  

り ， 移 動 距 離 の 点 で 効 率 性 を 高 め る 配 置 を 行 っ た が ， 窓 口 を 集 約  

し た こ と で ， 曜 日 や 時 間 帯 に よ り 混 雑 を 招 い て し ま っ た 。  

こ の こ と か ら ， 来 庁 者 の 市 役 所 滞 在 時 間 を 削 減 す る 目 的 で ， 電  

子 申 請 サ ー ビ ス を 整 備 。 本 サ ー ビ ス の 活 用 実 績 が な い た め ， 課 内  

で の 運 用 方 法 を 構 築 す る た め ， 試 行 的 に 取 扱 件 数 が 少 な い 事 務 か  

ら 整 備 を 試 み た 。  

結 果 的 に ， 職 員 側 は ， 事 前 に 申 請 を 受 け る こ と で 時 間 的 に も 余  

裕 が で き た 。 ま た ， 取 扱 件 数 が 少 な い 事 務 と い う の は ， 頻 度 の 少  

な い 事 務 な の で ， そ の よ う な 事 務 処 理 に も 慌 て る こ と な く 対 応 で  

き る よ う に な っ た 。 来 庁 者 側 は ， 来 庁 し な く て も 済 む ケ ー ス や ，  

来 庁 回 数 や 待 ち 時 間 を 減 ら せ る と い っ た 利 点 が あ る 。  

  イ  地 域 社 会 の Ｄ Ｘ 推 進  

デ ジ タ ル デ ィ バ イ ド の 解 消 と し て ， 国 の デ ジ タ ル 活 用 支 援 推 進  

事 業 の 補 助 を 受 け た 法 人 に ス マ ホ 講 習 を 依 頼 し て い る 。  

計 40回 の 予 定 で あ り ， 令 和 ４ 年 度 は ， 市 内 に あ る 公 民 館 や 老 人  

福 祉 セ ン タ ー に て 計 11回 で 10月 か ら 12月 の 日 程 で 募 集 を 開 催 し ，  

申 込 み さ れ た 方 に ， 基 本 的 な ス マ ー ト フ ォ ン で の 操 作 等 を レ ク チ  
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ャ ー し い る 。  

  ウ  防 災 分 野 に お け る Ｄ Ｘ  

    市 内 に 大 き な 一 級 河 川 が ４ つ ， 近 隣 に 活 断 層 が ９ つ ほ ど あ り ，  

い つ 大 規 模 災 害 が 発 生 し て も お か し く な い よ う な 状 況 で あ る が ，  

こ れ ま で 大 き な 災 害 に 被 災 し た こ と が ほ と ん ど な い た め ， 市 職 員  

を 含 み ， 市 民 の 防 災 意 識 は 低 い と の こ と 。  

現 在 使 用 し て い る 防 災 関 係 シ ス テ ム と デ ジ タ ル ツ ー ル は 以 下 の  

   と お り 。  

(ｱ) 総 合 情 報 配 信 シ ス テ ム  

災 害 情 報 や 防 犯 情 報 ， 行 方 不 明 者 の 捜 索 情 報 ， 感 染 症 ， 航 空  

情 報 な ど ， 緊 急 性 の 高 い 情 報 を あ ら か じ め シ ス テ ム に 登 録 さ れ  

て い る 人 に 対 し て 情 報 提 供 す る た め の ソ フ ト ・ コ ン ピ ュ ー タ ー  

サ ー バ ー 等 の シ ス テ ム で あ り ， 市 民 向 け ， 市 職 員 向 け ， 各 自 治  

会 や 防 災 組 織 ， 福 祉 施 設 等 の 団 体 向 け ， そ れ ぞ れ に 発 信 す る こ  

と が 可 能 。 ま た ， 各 自 治 会 や 防 災 組 織 な ど に は メ ー ル の ほ か ，  

自 動 音 声 で の 電 話 ， Ｆ Ａ Ｘ 等 で 情 報 発 信 す る こ と も 可 能 。  

よ り 広 域 で ， な る べ く 低 コ ス ト で 運 用 し て い く た め ， 近 隣 地  

域 と 共 同 運 用 し て い る 状 況 で あ る 。  

(ｲ) 防 災 行 政 無 線 ネ ッ ト ワ ー ク シ ス テ ム  

移 動 系 の 防 災 行 政 無 線 に よ り ， 市 施 設 や 緊 急 避 難 場 所 に 指 定  

し て い る 施 設 ， 公 用 車 間 の 防 災 情 報 の 伝 達 を 行 う シ ス テ ム 。  

平 成 24年 度 に ア ナ ロ グ 式 か ら デ ジ タ ル 化 へ 移 行 し ， 全 避 難 場  

所 に 整 備 。 併 せ て 河 川 監 視 カ メ ラ や テ レ ビ 会 議 用 モ ニ タ ー 等 の  

映 像 通 信 設 備 も 整 備 し ， こ れ ら の 機 器 を 活 用 し た 災 害 対 策 関 連  

通 信 ネ ッ ト ワ ー ク シ ス テ ム を 構 築 し て い る 。  

令 和 ２ 年 度 末 に は ， 本 庁 舎 耐 震 工 事 後 の 危 機 管 理 課 の 執 務 室  

の 移 転 と 災 害 対 策 本 部 室 の 移 転 に 合 わ せ て ， 新 た に 複 数 の 映 像  

情 報 を 画 面 デ ィ ス プ レ イ 上 に 集 約 。 大 画 面 映 像 と し て 同 時 に 表  

示 で き る 災 害 対 策 本 部 会 議 映 像 共 有 シ ス テ ム を 新 た に 整 備 し た 。  

ま た ， 地 元 の ラ ジ オ 局 「 エ フ エ ム ひ こ ね 」 を 活 用 し た 移 動 系  
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屋 外 放 送 設 備 や ラ ジ オ 放 送 へ の 自 動 割 り 込 み も ， 防 災 行 政 無 線  

ネ ッ ト ワ ー ク シ ス テ ム を 介 し て 行 っ て い る 。  

(ｳ) 水 防 支 援 サ ー ビ ス  

ウ ェ ザ ー ニ ュ ー ズ 社 と の 契 約 に よ り ， 同 社 の 水 防 支 援 シ ス テ  

ム に て 提 供 さ れ る 雨 量 に 関 す る 情 報 や 台 風 情 報 等 を 活 用 し ， 出  

水 期 で あ る ５ 月 か ら 10月 の 風 水 害 対 応 に 備 え て い る 。  

今 後 の 予 測 を 含 め 多 く の 情 報 を 24時 間 体 制 で メ ー ル や 電 話 に  

よ り 同 社 か ら 情 報 提 供 が あ る 。  

(ｴ) そ の 他 ， 防 災 に 特 化 し た ア プ リ 等  

ヤ フ ー 株 式 会 社 と の 災 害 時 応 援 協 定 に よ る 「 Ｙ ａ ｈ ｏ ｏ ！ 防  

災 速 報 」 ， フ ァ ー ス ト メ デ ィ ア 株 式 会 社 と の 災 害 時 応 援 協 定 の  

締 結 に よ る 「 全 国 避 難 所 ガ イ ド 」 と い う ア プ リ に て ， 避 難 所 の  

情 報 を 掲 載 し て い る ほ か ， 彦 根 市 災 害 用 の ツ イ ッ タ ー を 運 用 。  

ま た ， 防 災 を 含 む 様 々 な 市 政 情 報 を 提 供 す る ア プ リ 「 ひ こ ま  

ち 」 ， 市 公 式 Ｌ Ｉ Ｎ Ｅ ， 彦 根 市 公 式 ユ ー チ ュ ー ブ チ ャ ン ネ ル ，  

市 長 公 式 ユ ー チ ュ ー ブ チ ャ ン ネ ル な ど を 活 用 し て い る 。  

 

－ 彦 根 市 議 会 －  

                 

 

 

 

 

 

 

・ 福 井 県 福 井 市 （ 福 井 市 Ｄ Ｘ 推 進 計 画 に つ い て ）  

   都 市 戦 略 部 情 報 統 計 課 Ｄ Ｘ 推 進 室 に よ る 説 明  

(1) 福 井 市 Ｄ Ｘ 推 進 計 画 の 概 要 に つ い て  

  ア  策 定 の 背 景  
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平 成 ４ 年 に 福 井 市 地 域 情 報 化 計 画 を 策 定 。 以 降 ， 第 二 次 ・ 第 三  

次 の 推 進 地 域 情 報 化 計 画 ， 福 祉 情 報 化 ビ ジ ョ ン ， 福 井 市 Ｉ Ｃ Ｔ 利  

活 用 推 進 計 画 を 策 定 し ， 防 災 無 線 の デ ジ タ ル 化 ， 公 民 館 や 中 心 市  

街 地 へ の Ｗ ｉ － Ｆ ｉ の 整 備 ， 住 民 票 等 の コ ン ビ ニ 交 付 ， マ イ ナ ポ  

ー タ ル 等 を 活 用 し た 各 種 申 請 の 電 子 化 な ど 各 種 取 組 の 推 進 を 図 る 。  

令 和 ３ 年 度 で 福 井 市 Ｉ Ｃ Ｔ 利 活 用 推 進 計 画 の 計 画 期 間 が 終 了 す  

る こ と か ら ， 第 八 次 福 井 市 総 合 計 画 の 策 定 に 合 わ せ ， こ れ ま で の  

計 画 を 継 承 し た 上 で ， Ｉ Ｃ Ｔ の 浸 透 に よ り 人 々 の 生 活 を あ ら ゆ る  

面 で よ り 良 い 方 向 に 変 化 さ せ る Ｄ Ｘ を 推 進 し て い く た め ， 福 井 市  

Ｄ Ｘ 推 進 計 画 を 策 定 し た 。  

今 回 策 定 し た 福 井 市 Ｄ Ｘ 推 進 計 画 で は ， 将 来 目 標 と し て 「 Ｄ Ｘ  

   の 推 進 に よ り  み ん な が 豊 か で 快 適 に 暮 す ま ち  ふ く い 」 を 掲 げ  

い る 。  

こ の 将 来 の 目 標 を 達 成 す る た め の 基 本 目 標 と し て ， 以 下 の ３ つ  

を 掲 げ て い る 。  

① 市 民 生 活 に 関 わ る 暮 ら し の Ｄ Ｘ  

 ② 商 工 業 の 分 野 の 産 業 の Ｄ Ｘ  

 ③ 行 政 内 部 の 取 り 組 み で あ る 行 政 の Ｄ Ｘ  

イ  計 画 の 位 置 づ け  

福 井 市 Ｄ Ｘ 推 進 計 画 は ， 福 井 市 の 最 上 位 計 画 で あ る 第 八 次 福 井  

市 総 合 計 画 を ， Ｄ Ｘ の 推 進 を 通 し て 支 え る 計 画 と な っ て い る 。  

第 八 次 福 井 市 総 合 計 画 に は ， 具 体 的 な 政 策 を 定 め た 第 八 次 福 井  

   市 総 合 計 画 実 施 計 画 が あ り ， 第 八 次 総 合 計 画 期 間 中 の 行 政 改 革 の  

取 組 を 定 め た 福 井 市 行 財 政 改 革 指 針 も 策 定 さ れ て い る 。  

こ の 福 井 市 行 財 政 改 革 指 針 は ， 推 進 方 針 に デ ジ タ ル 技 術 を 活 用  

し た 新 時 代 の 行 革 を 掲 げ て お り ， 福 井 市 Ｄ Ｘ 推 進 計 画 は ， こ れ ら  

の 計 画 と 整 合 を 図 っ て 策 定 さ れ て い る 。  

福 井 市 Ｄ Ｘ 推 進 計 画 の 策 定 に 当 た っ て は ， Ｉ Ｃ Ｔ 利 活 用 推 進 計  

   画 な ど ， こ れ ま で の 福 井 市 の 情 報 化 に 関 す る 計 画 を 継 承 す る と と  

も に ， 自 治 体 Ｄ Ｘ 推 進 計 画 や デ ジ タ ル ガ バ メ ン ト 実 行 計 画 な ど ，  
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国 の 計 画 を 反 映 し た も の と な っ て い る 。  

福 井 市 Ｄ Ｘ 推 進 計 画 は ， 大 き な 方 向 性 を 定 め た も の で あ り ， 具  

   体 的 な 取 組 に つ い て は ， Ｄ Ｘ 推 進 計 画 の 実 施 計 画 で あ る ア ク シ ョ  

ン プ ラ ン の 中 で ， 取 組 ご と に 令 和 ８ 年 度 ま で の 取 組 予 定 や 目 標 等  

を 定 め て い る 。  

  ウ  Ｄ Ｘ の 推 進 体 制 に つ い て  

   (ｱ) 福 井 市 Ｄ Ｘ 推 進 委 員 会  

     全 庁 的 な Ｄ Ｘ の 推 進 を 図 る た め ， 最 高 情 報 統 括 責 任 者 で あ る  

副 市 長 を 委 員 長 と し ， 副 委 員 長 に 都 市 戦 略 部 長 ， 委 員 は 各 部 局  

の 次 長 等 で 構 成 す る 内 部 組 織 と し て 令 和 ４ 年 度 に 設 置 。  

本 委 員 会 で は ， Ｄ Ｘ 推 進 計 画 の 見 直 し や ア ク シ ョ ン プ ラ ン の  

    進 捗 管 理 ， 当 初 予 算 の Ｄ Ｘ 推 進 関 連 予 算 の 取 り ま と め や ， こ れ  

ら に 対 す る 意 見 負 託 な ど を 通 し て 全 庁 的 な Ｄ Ｘ の 推 進 を 図 っ て  

い る 。  

(ｲ) Ｄ Ｘ 推 進 リ ー ダ ー  

各 部 局 か ら 中 堅 職 員 １ 名 を 任 命 し ， 各 部 の 次 長 等 と 連 携 し つ  

つ 部 局 内 の Ｄ Ｘ の 推 進 を 担 う た め ， 令 和 ４ 年 度 か ら 新 た に 設 置 。  

部 会 に 分 か れ て 全 庁 的 ， 横 断 的 な 課 題 の 検 討 を 行 っ て い る 。  

(ｳ) Ｄ Ｘ 推 進 員  

各 所 属 に 配 置 。 各 所 属 で の Ｄ Ｘ の 推 進 ， 情 報 機 器 の 管 理 ， 障  

害 対 応 等 を 担 当 し て い る 。  

(ｴ) 福 井 市 Ｄ Ｘ 推 進 会 議  

産 学 官 の 有 識 者 ９ 名 で 構 成 す る 外 部 の 委 員 会 。 Ｄ Ｘ 推 進 計 画  

や 福 井 市 Ｄ Ｘ 推 進 計 画 実 施 計 画 （ ア ク シ ョ ン プ ラ ン ） に 対 す る  

進 捗 報 告 に 関 し て 提 言 ・ 報 告 を 行 っ て い る 。  

(2) 福 井 市 Ｄ Ｘ 推 進 計 画 実 施 計 画 （ ア ク シ ョ ン プ ラ ン ） の 主 な 取 組 に  

つ い て  

  ア  暮 ら し の Ｄ Ｘ  

   (ｱ) 公 共 交 通  

Ｉ Ｃ Ｔ を 活 用 し た 公 共 交 通 の 利 便 性 の 向 上 を 目 的 と し て ， 地  
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域 住 民 の 医 療 ニ ー ズ に 応 じ て 複 数 の 公 共 交 通 を 最 適 に 組 み 合 わ  

せ ， 検 索 ， 予 約 ， 決 済 な ど を 一 括 で 行 う Ｍ ａ ａ Ｓ シ ス テ ム を 福  

井 県 嶺 北 連 携 中 枢 都 市 圏 と し て 導 入 す る 。  

令 和 ６ 年 ３ 月 の 新 幹 線 開 業 に 合 わ せ て の 本 格 導 入 を 目 指 す 。  

令 和 ４ 年 ５ 月 に 「 ふ く い Ｍ ａ ａ Ｓ 協 議 会 」 を 設 立 し ， 10月 か ら  

実 証 実 験 を 実 施 し て い る 。  

実 証 実 験 で は ， ス マ ー ト フ ォ ン の ア プ リ 「 Ｒ Ｙ Ｄ Ｅ  Ｐ Ａ Ｓ  

    Ｓ （ ラ イ ド パ ス ） 」 を 使 用 し ， デ ジ タ ル 企 画 切 符 を 発 売 。 連 携  

中 枢 都 市 圏 外 の 越 前 鉄 道 ， 福 井 鉄 道 ， バ ス 各 社 の 土 日 の 休 日 フ  

リ ー パ ス 等 を ， ス マ ー ト フ ォ ン の ア プ リ で 表 示 し 使 用 す る も の  

で あ り ， 休 日 フ リ ー パ ス の 価 格 は ， 紙 の 切 符 の 半 額 と の こ と 。  

福 井 市 で は ， 当 該 休 日 フ リ ー パ ス 以 外 に ， 市 内 バ ス と グ ル メ ，  

お 土 産 等 に 使 用 で き る チ ケ ッ ト と 公 共 施 設 入 場 フ リ ー パ ス 等 が  

セ ッ ト に な っ た 「 福 井 ま ち な か 満 喫 セ ッ ト 」 等 を 発 売 し て い る 。  

   (ｲ) デ ジ タ ル バ ウ チ ャ ー を 活 用 し た ま ち な か の 商 業 活 性 化  

福 井 県 で は ， 新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス 感 染 症 の 影 響 か ら ， 県 内 経  

済 の 早 期 回 復 を 図 る こ と を 目 的 と し て ， 令 和 ２ 年 度 か ら プ チ ぜ  

い た く や ， つ い で 買 い を 誘 発 ・ 喚 起 す る た め の デ ジ タ ル バ ウ チ  

ャ ー を 発 行 す る ス マ ー ト フ ォ ン ア プ リ 「 ふ く 割 」 を 導 入 し た 。  

福 井 市 で は ， こ の 「 ふ く 割 」 の 仕 組 み を 活 用 し て 福 井 市 独 自  

の ク ー ポ ン を 発 行 。 消 費 喚 起 ・ 消 費 の 活 性 化 を 図 っ て い る 。  

例 え ば ， 「 ふ く ×ふ く 割 」 と し て ， 福 井 市 内 の 小 規 模 店 で  

4,000円 以 上 の 買 い 物 を し た 場 合 ， 専 用 の 割 引 券 と し て 使 用 で  

き る も の が あ り ， ス マ ー ト フ ォ ン の ア プ リ で ク ー ポ ン を 取 得 し  

た 方 が ， そ の 対 象 店 舗 で Ｑ Ｒ コ ー ド を 読 み ， 店 員 に 提 示 し て 使  

用 す る も の で あ る 。  

こ の 「 ふ く 割 」 に つ い て は ， 多 く の 県 民 市 民 が 使 用 し て お り ，  

デ ジ タ ル バ ウ チ ャ ー 発 行 後 ， す ぐ に な く な っ て し ま う こ と も 多  

く ， ま た ， 使 用 に は 一 定 額 以 上 の 消 費 も 必 要 な こ と か ら ， 消 費  

喚 起 効 果 も あ る も の と 考 え て い る と の こ と 。  
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   (ｳ) 防 災 ・ 災 害 対 策 の 充 実  

災 害 が 発 生 し た 場 合 ， 防 災 行 政 無 線 や 福 井 市 防 災 気 象 情 報 メ  

ー ル な ど 様 々 な 媒 体 を 活 用 し ， 避 難 情 報 等 の 災 害 情 報 を 住 民 へ  

広 く 提 供 し て い る 。  

具 体 的 に は ， 防 災 行 政 無 線 ， 緊 急 速 報 メ ー ル ， 福 井 市 防 災 気  

象 情 報 メ ー ル ， 福 井 市 公 式 Ｌ Ｉ Ｎ Ｅ ， Ｙ ａ ｈ ｏ ｏ ！ 防 災 情 報 ，  

福 井 市 ホ ー ム ペ ー ジ ， ツ イ ッ タ ー ， フ ェ イ ス ブ ッ ク に よ る 広 報 。  

   (ｴ) 災 害 時 に お け る ド ロ ー ン の 活 用  

市 民 の 安 全 ・ 安 心 の 向 上 を 図 る た め ， 地 震 等 の 広 域 的 な 災 害  

現 場 で の 情 報 収 集 ， 火 事 な ど の 延 焼 状 況 の 把 握 ， 捜 索 活 動 に ド  

ロ ー ン を 活 用 し て い る 。  

具 体 的 に は ， 消 防 活 動 用 の ド ロ ー ン （ 重 量 約 10キ ロ ） を 配 備 。  

災 害 に 備 え て 定 期 訓 練 を 実 施 し て い る 。  

   (ｵ) イ ン タ ー ネ ッ ト を 活 用 し た 文 化 芸 術 活 動 の 推 進  

誰 で も 参 加 で き る 文 化 芸 術 の 発 表 と 鑑 賞 の 場 を オ ン ラ イ ン 上  

に 設 け る こ と で 次 代 の 担 い 手 を 育 成 し 文 化 芸 術 活 動 を 推 進 す る 。  

具 体 的 に は 令 和 ３ 年 度 か ら 「 ふ く い バ ー チ ャ ル 文 化 祭 」 を 開  

催 し て い る 。 令 和 ４ 年 度 の バ ー チ ャ ル 文 化 祭 は ， 文 化 芸 術 に 対  

す る ２ 分 以 内 の 動 画 を ７ 月 か ら 募 集 し ， 10月 か ら 11月 に か け て  

人 気 投 票 を 実 施 。 １ 月 に 受 賞 作 品 の 発 表 。 ２ 月 に 受 賞 作 品 の 放  

映 ， 展 示 を 行 う 予 定 で あ る 。  

  イ  産 業 の Ｄ Ｘ  

商 工 業 ， 企 業 の Ｄ Ｘ 推 進 の 取 組 と し て ， Ｄ Ｘ の 手 法 を 用 い て ，  

自 ら 経 営 課 題 を 解 決 し ， 競 争 力 や 企 業 価 値 の 向 上 に 向 け た 取 組 を  

支 援 す る 。  

具 体 的 に は ， 企 業 の デ ジ タ ル 人 材 育 成 の 研 修 会 と し て 「 ふ く い  

企 業 価 値 向 上 人 財 育 成 事 業 」 の 開 催 ， 中 小 企 業 者 に ア ド バ イ ザ ー  

と し て 専 門 家 を 派 遣 す る 「 伴 走 型 企 業 コ ン サ ル テ ィ ン グ 事 業 」 ，  

中 小 企 業 者 が 生 産 性 や 価 値 の 向 上 に 繋 が る 設 備 の 導 入 を す る 際 の  

経 費 の 一 部 を 補 助 す る 「 中 小 企 業 価 値 向 上 推 進 補 助 金 」 を 実 施 。  
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  ウ  行 政 の Ｄ Ｘ  

(ｱ) セ キ ュ リ テ ィ ー 対 策 の 徹 底  

必 要 に 応 じ て セ キ ュ リ テ ィ ポ リ シ ー の 見 直 し を 行 い ， セ キ ュ  

リ テ ィ ー 研 修 等 に よ り ， セ キ ュ リ テ ィ ー 人 材 を 育 成 す る 。  

具 体 的 に は ， 職 員 パ ソ コ ン 利 用 者 説 明 会 ， 所 属 長 向 け の 情 報  

セ キ ュ リ テ ィ ー 研 修 ， 実 践 的 サ イ バ ー 防 衛 演 習 等 の 研 修 を 実 施 。  

ま た ， 情 報 セ キ ュ リ テ ィ ー に 関 し て 内 部 監 査 を 実 施 。 そ の 結  

果 に よ り ， 必 要 な 部 署 に 対 し 個 別 に 指 導 を 行 っ て い る 。  

(ｲ) 行 政 事 務 の 電 子 化 の 推 進  

押 印 省 略 ， 電 子 決 裁 の 推 進 等 に よ り ， 文 書 事 務 の 電 子 化 や ペ  

    ー パ ー レ ス 化 を 推 進 す る 。  

具 体 的 に は ， 令 和 ３ 年 度 か ら 申 請 書 等 の 押 印 の 見 直 し の た め ，  

年 １ 回 の 状 況 調 査 を 実 施 。 ま た ， 電 子 決 裁 基 準 や デ ー タ な ど の  

保 存 基 準 の 見 直 し を 実 施 し ， 今 後 ， 電 子 決 裁 の 推 進 を 図 っ て い  

く 予 定 で あ り ， ア ク シ ョ ン プ ラ ン で は ， 最 終 的 に 決 裁 の 電 子 化  

率  100％ を 目 指 し て い る 。  

   (ｳ) 入 札 参 加 資 格 の オ ン ラ イ ン 化  

オ ン ラ イ ン で 受 付 し た 入 札 参 加 資 格 申 請 の デ ー タ を シ ス テ ム  

で 利 用 す る た め に 工 事 管 理 シ ス テ ム を 改 修 す る 。  

こ れ ま で 入 札 参 加 資 格 の 登 録 更 新 は ， 紙 で 提 出 さ れ た 申 請 書  

の 内 容 を シ ス テ ム に 手 入 力 し て い た が ， 令 和 ４ 年 ７ 月 か ら オ ン  

ラ イ ン 申 請 の 受 付 を 開 始 。 ９ 月 に シ ス テ ム 改 修 し ， 申 請 書 デ ー  

タ を 自 動 で シ ス テ ム に 取 り 込 む こ と で 事 務 の 効 率 を 図 っ て い る 。  

(ｴ) 会 計 事 務 の 電 子 化  

金 融 機 関 の Ｄ Ｘ や 市 民 生 活 へ の デ ジ タ ル 化 浸 透 に 対 応 し ， 支  

出 や 収 入 に 関 す る 電 子 化 を 進 め ， 事 務 の 効 率 化 を 図 る た め ， 令  

和 ８ 年 度 に 電 子 化 率  100％ を 目 指 す も の 。 現 在 は ， 先 進 地 の 状  

況 調 査 や 課 題 の 整 理 等 を 通 し て ， 会 計 事 務 Ｄ Ｘ 化 推 進 基 本 計 画  

の 策 定 を 目 指 し て い る 。  

   (ｵ) デ ジ タ ル 人 材 の 育 成  
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Ｇ Ｉ Ｓ や ア ク セ ス 等 の 研 修 ， Ｄ Ｘ 推 進 リ ー ダ ー へ の 研 修 を 通  

し て 職 員 の ス キ ル ア ッ プ を 図 っ て い る 。  

具 体 的 に は ， ア ク セ ス や エ ク セ ル ， Ｒ Ｐ Ａ シ ナ リ オ 作 成 研 修 ，  

電 子 申 請 シ ス テ ム 操 作 研 修 な ど 各 種 研 修 を 実 施 し た 。  

令 和 ４ 年 度 か ら 新 た に 配 置 し た Ｄ Ｘ 推 進 リ ー ダ ー に 対 し て は ，  

Ｕ ｄ ｅ ｍ ｙ （ ア メ リ カ 企 業 が 提 供 し て い る オ ン ラ イ ン 教 育 プ ラ  

ッ ト ホ ー ム 。 日 本 で は ベ ネ ッ セ コ ー ポ レ ー シ ョ ン が 定 額 ・ 学 び  

放 題 の オ ン ラ イ ン 学 習 サ ー ビ ス と し て 提 供 ） を 活 用 し た Ｄ Ｘ 推  

進 リ ー ダ ー 育 成 研 修 を 実 施 し て い る 。  

Ｄ Ｘ 推 進 リ ー ダ ー は ， Ｄ Ｘ 推 進 室 が 指 定 す る 必 須 講 座 を 受 講  

し た 後 ， 各 自 で Ｄ Ｘ 推 進 に 関 す る ， Ｅ Ｂ Ｐ Ｍ 等 の デ ー タ 利 活 用 ，  

Ｒ Ｐ Ａ 等 の 業 務 効 率 化 ， Ｗ ｅ ｂ デ ザ イ ン 等 の Ｉ Ｔ ス キ ル の ほ か ，  

Ａ Ｉ ， Ｉ ｏ Ｔ 等 に 関 す る 講 座 を 選 択 し て 受 講 。 Ｉ Ｔ ス キ ル の 向  

上 に 繋 げ て い る 。  

ま た ， 全 国 市 町 村 国 際 文 化 研 修 所 や 自 治 大 学 校 等 の 全 国 的 ，  

    専 門 的 な 研 修 機 関 の 研 修 も 利 用 し ， 職 員 が 組 織 の デ ジ タ ル リ テ  

ラ シ ー 向 上 に 取 り 組 ん で い る 。  

   (ｵ) デ ジ タ ル 人 材 の 確 保  

 国 の 「 地 域 活 性 化 起 業 人 事 業 」 制 度 を 活 用 し ， 民 間 の 人 材 を  

受 け 入 れ ， 業 務 の 効 率 化 等 を 図 っ て い る 。 本 制 度 は ， 自 治 体 が  

民 間 企 業 の 職 員 を 受 け 入 れ ， そ の 知 見 を 活 用 し な が ら 地 域 の 魅  

力 向 上 を 図 っ て い く 制 度 。 一 定 の 特 別 交 付 税 措 置 が 受 け ら れ る 。  

具 体 的 に は ， 令 和 ４ 年 度 か ら 地 方 創 生 に 関 す る 包 括 連 携 協 定  

を 締 結 し て い る ， あ い お い ニ ッ セ イ 同 和 損 害 保 険 株 式 会 社 か ら  

市 の 総 合 政 策 課 に 職 員 が 派 遣 さ れ ， Ｄ Ｘ 推 進 リ ー ダ ー が 検 討 を  

進 め る 部 会 に 参 加 す る な ど ， 各 部 局 の Ｄ Ｘ 推 進 リ ー ダ ー と 連 携  

し て 業 務 改 善 に 取 り 組 ん で い る 。  

   (ｶ) Ａ Ｉ ・ Ｒ Ｐ Ａ の 活 用  

 Ａ Ｉ を 活 用 し た チ ャ ッ ト ボ ッ ト を 運 営 。 24時 間  365日 ， 市 民  

か ら の 問 合 せ に 対 し て 自 動 応 答 を 行 う も の で ， 令 和 ３ 年 ２ 月 に  
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住 所 等 の 届 出 ・ 証 明 書 に 関 す る こ と か ら 始 ま り ， そ の 後 ， 新 型  

コ ロ ナ ワ ク チ ン ， ご み の 出 し 方 ， 防 災 ・ 災 害 ， 税 金 ， 健 康 ・ 福  

祉 ・ 保 険 ， 子 育 て の 分 野 に 拡 大 を し て き た 。  

分 野 ご と の 発 話 数 は ， ご み の 出 し 方 が 一 番 多 く ， 以 降 ， 新 型  

コ ロ ナ ワ ク チ ン ， 住 所 等 の 届 出 ・ 証 明 書 の 順 と な っ て い る 。  

質 問 に 対 し て ど の ぐ ら い 問 題 が 解 決 し た か を 示 す 正 当 率 は ，  

約 ７ 割 で あ り ， 電 話 や メ ー ル の 問 合 せ 減 少 に 繋 が っ て い る 。  

正 当 率 の 向 上 の た め ， 毎 月 ， 質 問 と 回 答 の 追 加 や 更 新 を 行 っ  

て お り ， 新 た な 質 問 事 項 へ の 対 応 ， 状 況 の 変 化 に も 対 応 。  

Ａ Ｉ チ ャ ッ ト ボ ッ ト は ， 市 公 式 Ｌ Ｉ Ｎ Ｅ と 市 ホ ー ム ペ ー ジ に  

    て 使 用 可 能 。 Ｌ Ｉ Ｎ Ｅ は ， 友 達 登 録 を す る こ と で 利 用 可 能 で あ  

る 。  

(3) 課 題 に つ い て  

Ｄ Ｘ 推 進 に 係 る 庁 内 の 機 運 醸 成 と し て ， 旗 振 り 役 の Ｄ Ｘ 推 進 室 だ  

け で は な く ， 各 職 員 が 自 分 の こ と と し て 捉 え る 必 要 が あ る が ， そ う  

し た 認 識 が 十 分 で な い と 考 え て い る 。 ま た ， 超 高 齢 社 会 ， 人 口 減 少  

社 会 の 影 響 に よ り 職 員 が 減 っ て い く 中 で ， 行 政 サ ー ビ ス を 維 持 し て  

い く こ と が 必 要 で あ る が ， そ の た め に Ｄ Ｘ の 推 進 が 必 要 不 可 欠 で あ  

る と い う 認 識 が ， ま だ 十 分 に 広 ま っ て い な い と の こ と 。  

行 政 の Ｄ Ｘ で は ， 例 え ば 電 子 決 裁 の 推 進 な ど ， 部 署 に よ っ て 取 組  

に 差 が 出 て い る 。 新 し い こ と を 取 り 入 れ ， こ れ ま で の や り 方 を 変 え  

て い く と い う こ と は ， 少 な か ら ず エ ネ ル ギ ー が 必 要 に な る が ， そ の  

エ ネ ル ギ ー を 生 み 出 す ま で の 力 が 十 分 で は な い と 認 識 し て い る 。  

ま た ， 財 政 的 に 厳 し い 中 で ， 新 た な 事 業 を 実 施 し て い く こ と に 課  

題 を 感 じ て い る と の こ と 。  

 (4) 今 後 の 展 開 に つ い て  

   Ｄ Ｘ 推 進 に は 機 運 醸 成 と 人 材 育 成 が 重 要 で あ る こ と か ら ， 継 続 的  

な 人 材 育 成 研 修 を 実 施 す る 。 Ｄ Ｘ 推 進 リ ー ダ ー の 研 修 の ほ か ， 各 所  

属 の Ｄ Ｘ 推 進 員 に 対 し ， 福 井 県 の 民 間 企 業 か ら 派 遣 さ れ て い る Ｄ Ｘ  

推 進 監 を 講 師 と し た 研 修 を 実 施 す る 。  
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国 の 自 治 体 Ｄ Ｘ 推 進 計 画 や デ ジ タ ル 田 園 都 市 国 家 構 想 な ど ， Ｄ Ｘ  

に 関 係 す る 計 画 等 の 動 向 を 注 視 す る と と も に ， 福 井 市 と し て デ ジ タ  

ル 化 を 阻 害 す る 規 定 な ど の 見 直 し を 進 め て い く 予 定 で あ る 。  

各 種 補 助 金 や 交 付 金 を 活 用 し な が ら ， 職 員 の ア イ デ ア を 生 か し ，  

新 た な 事 業 を 展 開 し て い く こ と が 重 要 で あ る と 捉 え て い る 。 ま た ，  

Ｄ Ｘ 推 進 体 制 に つ い て も ， 他 市 事 例 等 を 参 考 に 改 善 を 図 っ て い く 。  

ま た ， 福 井 県 で は ， さ ま ざ ま な サ ー ビ ス や ア プ リ を つ な ぐ 連 携 基  

盤 を 整 備 し て い る た め ， 福 井 市 と し て も ， こ の 連 携 基 盤 を 活 用 し た  

事 業 の 展 開 を 図 っ て い き た い と 考 え て い る と の こ と 。  

 

－ 福 井 市 議 会 －  

 

                 

 

 

 

 

 

  ・ 石 川 県 金 沢 市 （ 金 沢 市 デ ジ タ ル 戦 略 ・ 文 書 決 裁 の 押 印 廃 止 （ 電

子 化 ） に つ い て ）  

総 務 局 デ ジ タ ル 行 政 戦 略 課 及 び 文 書 法 制 課 に よ る 説 明  

(1) 金 沢 市 の Ｄ Ｘ の 取 組  

  ア  Ｄ Ｘ の 概 要  

    平 成 31年 ３ 月 に Ｉ Ｃ Ｔ 活 用 推 進 計 画 を 策 定 。 計 画 期 間 を 平 成 31 

年 度 か ら 令 和 ４ 年 度 と し ， 令 和 元 年 度 に Ｒ Ｐ Ａ ・ Ａ Ｉ － Ｏ Ｃ Ｒ や  

議 事 録 Ａ Ｉ 等 の 導 入 ， 令 和 ２ 年 度 に フ リ ー ア ド レ ス ， テ レ ワ ー ク  

等 の 導 入 を 行 っ た 。  

 令 和 ３ 年 ３ 月 に は ， Ｉ Ｃ Ｔ 活 用 推 進 計 画 の 終 了 を 待 た ず ， 金 沢  

市 デ ジ タ ル 戦 略 を 策 定 。 集 中 的 に 行 う た め ， 計 画 期 間 を ２ 年 間 と  
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し た 。  

 金 沢 市 デ ジ タ ル 戦 略 の 基 本 理 念 は 「 誰 ひ と り 取 り 残 さ な い デ ジ  

タ ル 戦 略 都 市 ・ 金 沢 」 と し ， ５ つ の 基 本 方 針 と し て 「 新 し い 生 活  

様 式 に お け る 行 政 サ ー ビ ス の 提 供 」 「 職 員 の 働 き 方 を 改 革 す る ス  

マ ー ト ワ ー ク の 実 践 」 「 地 域 社 会 に お け る デ ジ タ ル 化 の 促 進 」 「  

デ ジ タ ル 社 会 の 担 い 手 の 育 成 」 「 デ ジ タ ル 化 を 実 現 す る た め の 環  

境 整 備 」 を 定 め た 。  

特 徴 点 と し て ， デ ジ タ ル 技 術 改 革 に 速 や か に 対 応 し て い く た め ，  

実 装 す べ き 施 策 を 随 時 盛 り 込 み ， 基 本 方 針 の 改 定 が 一 目 で わ か る  

よ う に バ ー ジ ョ ン ア ッ プ さ せ て い く こ と と し ， 基 本 方 針 に バ ー ジ  

ョ ン を 付 与 し て い る 。 令 和 ３ 年 11月 に バ ー ジ ョ ン  1.5を ， 翌 年 ６  

月 に は 2.0と バ ー ジ ョ ン ア ッ プ さ せ て い る 。  

 令 和 ３ 年 ４ 月 に は ， 情 報 政 策 課 の Ｉ Ｃ Ｔ 活 用 推 進 室 と 行 政 経 営  

課 の 公 共 施 設 マ ネ ジ メ ン ト 推 進 室 を 統 合 し ， 新 た に デ ジ タ ル 行 政  

戦 略 課 を 設 置 し た 。  

 Ｄ Ｘ 外 部 人 材 の 活 用 と し て ， 令 和 ２ 年 ８ 月 に ス マ ー ト ワ ー ク 推  

進 ア ド バ イ ザ ー を 招 聘 。 令 和 ３ 年 ４ 月 に 外 部 の 有 識 者 を 組 織 す る  

金 沢 市 Ｄ Ｘ 会 議 を 設 置 し ， デ ジ タ ル 戦 略 を 遂 行 す る た め の 庁 内 横  

断 組 織 で あ る ， デ ジ タ ル 戦 略 推 進 本 部 に 提 案 や 助 言 を 行 い 連 携 し  

て い る 。  

Ｄ Ｘ 会 議 の 外 部 委 員 に は ， 日 本 マ イ ク ロ ソ フ ト 社 の 執 行 委 員 や  

ス マ ー ト ワ ー ク 推 進 ア ド バ イ ザ ー で あ る 早 稲 田 大 学 教 授 ， 金 沢 市  

で 力 を 入 れ て い る シ ビ ッ ク テ ッ ク ジ ャ パ ン の 代 表 理 事 な ど の ほ か ，  

市 長 も 委 員 と し て 参 加 し て い る 。 令 和 ３ 年 度 は 毎 月 テ ー マ を 決 め  

て 開 催 し て い る 。  

  イ  ペ ー パ ー レ ス の 取 組  

   (ｱ) フ リ ー ア ド レ ス の 導 入  

     令 和 ３ 年 ３ 月 に 中 核 市 と し て は 初 と な る ， 第 一 ・ 第 二 庁 舎 の  

全 執 務 室 に フ リ ー ア ド レ ス を 導 入 。 専 用 机 の 設 置 や Ｗ ｉ － Ｆ ｉ  

を 設 置 す る こ と で 職 員 の 机 上 が 整 理 さ れ た 。  
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   (ｲ) ペ ー パ ー レ ス 会 議 の 推 進  

     上 層 部 か ら 導 入 し ， 市 長 室 ， 副 市 長 室 ， 局 長 室 で の ヒ ア リ ン  

グ は ， 原 則 ペ ー パ ー レ ス 会 議 と し ， そ こ か ら 課 内 で の 打 合 せ に  

拡 充 さ せ ， 浸 透 し て い る 。 モ ニ タ ー を 設 置 し ， パ ソ コ ン を 持 ち  

込 み 接 続 し て い る 。  

 成 果 と し て は ， ペ ー パ ー レ ス 会 議 を 概 ね ７ 割 以 上 実 施 し て い  

る 課 の 割 合 が 令 和 ３ 年 度 末 の 時 点 で 94％ と な り ， 令 和 ３ 年 度 に  

お け る コ ピ ー 機 利 用 枚 数 が 令 和 元 年 度 比 で 30％ 削 減 し て い る 。  

ウ  Ｒ Ｐ Ａ と Ａ Ｉ － Ｏ Ｃ Ｒ の 活 用  

  避 難 行 動 要 支 援 者 名 簿 入 力 業 務 （ 34,000件 ） に つ い て ， Ｒ Ｐ Ａ  

と Ａ Ｉ － Ｏ Ｃ Ｒ を 活 用 す る こ と に よ り ， 想 定 作 業 量 の  5,816時 間  

が ， 実 作 業 量  737時 間 で 完 了 し た （ 約 87％ 削 減 ） 。  

ま た ， 高 齢 者 福 祉 保 健 台 帳 更 新 業 務 や 地 域 生 活 支 援 給 付 明 細 書  

受 付 業 務 等 49業 務 に つ い て ， 年 換 算 で 約  9,834時 間 （ 平 均 76％ ）  

の 削 減 効 果 が あ っ た 。  

  エ  電 子 申 請 の 推 進  

    令 和 元 年 10月 か ら 各 種 手 続 の 電 子 申 請 サ ー ビ ス を 開 始 。  

    令 和 ２ 年 12月 に デ ジ タ ル 行 政 推 進 条 例 を 制 定 し ， 市 の 手 続 の オ  

ン ラ イ ン 化 原 則 を 明 記 。 さ ら に 翌 年 ３ 月 に 同 条 例 を 改 正 し ， 電 子  

申 請 の 証 明 書 等 の 郵 送 料 を 無 料 化 し た 。  

 オ ン ラ イ ン 化 推 進 の 取 組 と し て ， 年 間 申 請  100件 以 上 の 手 続  

（  311手 続 ） を 行 政 評 価 対 象 と し ， 推 進 し た 。 令 和 ２ ～ ３ 年 度 で ，  

234手 続 が オ ン ラ イ ン 化 し た 。  

  オ  デ ジ タ ル 人 材 の 育 成  

    若 手 職 員 に 最 低 限 の Ｐ Ｃ 操 作 ス キ ル を 身 に 付 け て も ら う 目 的 で  

   新 規 採 用 か ら ２ 年 目 の 職 員 を 対 象 と し た エ ク セ ル ， ワ ー ド ， Ｐ Ｄ  

   Ｆ 編 集 な ど の 効 率 的 な 使 い 方 研 修 を 実 施 。 ま た ， や る 気 の あ る 職  

   員 の ス キ ル ア ッ プ を 目 指 し ， 希 望 す る 職 員 に エ ク セ ル マ ク ロ ， ピ  

   ポ ッ ト テ ー ブ ル ， ア ク セ ス な ど の 操 作 ， 活 用 法 等 の 情 報 リ テ ラ シ  

   ー 向 上 研 修 を 実 施 し た 。  
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    こ れ か ら の Ｄ Ｘ に 必 要 な 人 材 と し て ， 業 務 を そ の ま ま シ ス テ ム  

化 す る の で は な く ， 抜 本 的 に 変 え シ ス テ ム に 合 わ せ る こ と ， 情 報  

部 門 に ス キ ル を 集 約 す る の で は な く ， 業 務 を よ く 知 っ て い る 職 員  

か ら 現 場 発 の Ｄ Ｘ 創 出 が カ ギ と 考 え ， 令 和 ３ 年 ３ 月 に 第 ４ 期 金 沢  

市 人 材 育 成 実 行 計 画 を 策 定 。 デ ジ タ ル 活 用 人 材 の 育 成 や デ ジ タ ル  

活 用 能 力 の 強 化 を 図 っ て い る 。  

 各 課 １ 人 の デ ジ タ ル 行 政 推 進 リ ー ダ ー を 育 て る こ と を 目 的 に ，  

   一 般 職 員 向 け デ ジ タ ル 研 修 ， デ ジ タ ル 行 政 推 進 リ ー ダ ー 育 成 研 修  

   を 実 施 し て い る 。  

    一 般 職 員 向 け デ ジ タ ル 研 修 で は ， 管 理 職 を 含 む 約  2,000人 に 対  

し ， 半 年 間 で ， 動 画 等 に よ る 講 座 の 受 講 ， 効 率 ア ッ プ テ キ ス ト の  

自 習 ， ｅ － ラ ー ニ ン グ 研 修 を 実 施 し た 。  

    デ ジ タ ル 行 政 推 進 リ ー ダ ー 育 成 研 修 で は ， ２ ～ ３ 以 上 の 課 を 経  

験 し て い る お お む ね 30代 の 職 員 （ 令 和 ３ 年 度 受 講 者 20人 ） に 対 し ，  

約  200時 間 （ う ち 集 合 研 修 50時 間 ） か け て 研 修 を 実 施 。 基 礎 知 識  

の 習 得 ， 専 門 ツ ー ル の 技 術 習 得 演 習 を 行 い ， 業 務 改 善 プ ロ ジ ェ ク  

ト と し て ， 講 義 や ワ ー ク シ ョ ッ プ を 通 じ て 地 域 や 職 場 の 課 題 を ヒ  

ア リ ン グ し て 課 題 解 決 の ア プ リ の 試 作 。 研 修 成 果 と し て 課 題 解 決  

ソ リ ュ ー シ ョ ン 発 表 会 を 実 施 し た 。  

 令 和 ４ 年 か ら は 管 理 職 の 意 識 醸 成 の た め の 研 修 を 実 施 予 定 。  

 (2) 金 沢 市 に お け る 内 部 事 務 の 電 子 決 裁 化 と 押 印 の 見 直 し  

  ア  電 子 決 裁 シ ス テ ム の 対 象 事 務  

   (ｱ) 財 務 会 計 事 務  

     支 出 負 担 行 為 ， 支 出 命 令 書 な ど 。  

     押 印 決 裁 が 主 流 で あ り ， 令 和 ５ 年 度 に 電 子 決 裁 化 予 定 で あ る 。  

   (ｲ) 服 務 事 務  

     休 暇 ， 住 居 届 ， 通 勤 届 な ど 。  

     電 子 決 裁 と 押 印 決 裁 が 併 存 し て お り ， 令 和 ５ 年 度 に 電 子 決 裁  

化 予 定 で あ る 。  

   (ｳ) 文 書 事 務 （ 今 回 の 視 察 に て 対 象 と な る 事 務 ）  
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     申 請 に 対 す る 応 答 ， 依 頼 ， 通 知 な ど 。  

  イ  金 沢 市 の 電 子 決 裁 シ ス テ ム  

   (ｱ) 平 成 15年 に 富 士 通 製 の シ ス テ ム を 導 入  

     電 子 決 裁 機 能 は あ る が ， 利 用 頻 度 は 低 い 。 起 案 用 紙 の 印 刷 ，  

起 案 の 記 録 ・ 検 索 が 主 な 用 途 で あ り ， 具 体 的 な 中 身 は 見 る こ と  

が で き な か っ た 。  

   (ｲ) 令 和 ４ 年 に 富 士 通 製 の 新 シ ス テ ム を 導 入  

     原 則 電 子 決 裁 と す る 運 用 と し た 。  

  ウ  電 子 決 裁 と す る 文 書 の 範 囲 の 変 遷  

   (ｱ) 平 成 28年 度 以 前  

     特 に 電 子 決 裁 の 基 準 は な し 。  

   (ｲ) 平 成 29年 度 設 定 基 準 （ 平 成 29年 ４ 月 ～ 令 和 ２ 年 ３ 月 ）  

     課 長 専 決 の 文 書 で あ っ て ， 他 課 の 合 議 ， 公 印 審 査 等 が 不 要 で  

あ る も の と ， 紙 文 書 の 添 付 が 不 要 の も の と 基 準 を 定 め ， ま ず は  

簡 単 な も の か ら 設 定 し た 。  

 平 成 29年 度 の 電 子 決 裁 率 は ， 目 標 の ３ ％ を 上 回 る 6.15％ だ っ  

た 。  

   (ｳ) 令 和 ２ 年 度 設 定 基 準 （ 令 和 ２ 年 ４ 月 ～ 同 年 ７ 月 ）  

     局 長 専 決 以 下 の 文 書 は ， 原 則 と し て 電 子 決 裁 と し た 。 ま た ，  

他 課 の 合 議 ， 文 書 法 制 課 で の 公 印 審 査 を 要 す る も の も 電 子 決 裁  

の 対 象 と し た 。  

 歴 史 公 文 書 に 分 類 さ れ る べ き 文 書 ， 支 出 命 令 書 添 付 文 書 等 の  

収 入 ・ 支 出 に 関 す る 文 書 ， 紙 文 書 の 原 本 添 付 が 必 要 な （ 電 子 化  

す る こ と が で き な い ） も の は ， 電 子 決 裁 の 例 外 と し た 。  

   (ｴ) 令 和 ２ 年 度 設 定 基 準 （ 令 和 ２ 年 ８ 月 ～ 令 和 ４ 年 ３ 月 ）  

     副 市 長 専 決 以 下 の 文 書 は ， 原 則 と し て 電 子 決 裁 と し た 。  

     紙 で 収 受 し た 文 書 を ス キ ャ ナ で 電 子 化 し ， 電 子 決 裁 と し た 。  

    こ の こ と に よ り ， 電 子 メ ー ル ， Ｆ Ａ Ｘ 等 で 収 受 し た 文 書 は ， 全  

て 電 子 決 裁 と な っ た 。  

法 令 等 で 押 印 又 は 署 名 が 義 務 付 け ら れ て い る 文 書 ， 実 印 や 登  
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録 印 等 の 押 印 が 求 め ら れ て い る 文 書 ， 文 書 が 膨 大 な た め 電 子 化  

す る こ と で 業 務 が 複 雑 ・ 非 効 率 化 す る も の は ， 電 子 決 裁 の 例 外  

と し た 。  

 令 和 ３ 年 度 の 電 子 決 裁 率 は ， 年 間 15万 件 の う ち  62.39％ と な  

っ た 。  

   (ｵ) 令 和 ４ 年 度 設 定 基 準 （ 令 和 ４ 年 ４ 月 ～ ）  

     電 子 決 裁 と す る 文 書 の 専 決 区 分 は 問 わ な い こ と と し ， 市 長 決  

裁 や 歴 史 公 文 書 と な る 文 書 も 電 子 決 裁 と し た 。  

紙 文 書 の 原 本 の 保 存 が 必 要 な も の と し て ， 法 令 等 で 署 名 又 は  

押 印 が 求 め ら れ て い る 文 書 等 は ， 各 課 で 原 本 の 保 存 措 置 を 講 じ  

た 上 で 電 子 決 裁 と し た 。 ま た ， 文 書 が 膨 大 で あ る 等 ， 電 子 化 す  

る こ と で か え っ て 業 務 が 複 雑 ・ 非 効 率 化 す る も の は 「 添 付 資 料  

送 付 票 」 （ 他 に 原 本 が あ る と い う 目 印 ） を 利 用 し た 電 子 決 裁 と  

し た 。  

 引 き 続 き ， 押 印 決 裁 と す る 文 書 と し て ① 支 出 命 令 書 等 に 添 付  

し て 回 議 す る 文 書 で あ る 収 入 ・ 支 出 に 関 す る 文 書 ② 決 裁 者 が 常  

勤 で な い 職 員 で あ る 等 に よ り ， 押 印 決 裁 と す る こ と に つ い て ，  

や む を 得 な い 事 情 が あ る 文 書 を 電 子 決 裁 の 例 外 と し た 。  

 令 和 ４ 年 ９ 月 末 時 点 の 電 子 決 裁 率 は ， 年 間 15万 件 の う ち ，  

83.30％ と な っ た 。        

  エ  電 子 決 裁 推 進 の 観 点 に よ る 押 印 の 見 直 し  

(ｱ) 市 民 か ら 市 へ の 文 書  

     国 の 押 印 の 見 直 し に 合 わ せ て 実 施 。 令 和 ２ 年 12月 ～ 令 和 ３ 年  

３ 月 に ，  2,226様 式 中  2,119様 式 で 押 印 を 廃 止 し た 。  

 法 令 等 に 定 め の あ る も の や 実 印 等 の 押 印 が 必 要 な 様 式 等 は ，  

押 印 を 残 し た 。 ま た ， 本 人 の 意 思 確 認 が 必 要 な 退 職 届 等 の 様 式  

は 「 署 名 又 は 記 名 押 印 」 と し て 原 則 押 印 不 要 と し た 。  

   (ｲ) 市 か ら 市 民 へ の 文 書 （ 公 印 の 押 印 ）  

     令 和 ２ 年 12月 に 当 時 の 「 金 沢 市 文 書 取 扱 規 程 」 を 改 正 。 原 則  

押 印 で 「 公 印 省 略 」 が 例 外 だ っ た も の が ， 公 印 を 押 印 す べ き 文  
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書 を 限 定 し ， そ の 規 定 が な い も の は 公 印 省 略 と し た こ と で ， 電  

子 決 裁 を 進 め や す い 環 境 づ く り を 進 め た 。  

   (ｳ) そ の 他  

     令 和 ２ 年 12月 に 「 金 沢 市 情 報 通 信 技 術 を 活 用 し た 行 政 の 推 進  

に 関 す る 条 例 」 を 制 定 。 申 請 等 の う ち 書 面 等 に よ っ て 行 う と 規  

定 さ れ て い る も の に つ い て は ， そ の 条 例 等 の 規 定 に 関 わ ら ず ，  

パ ソ コ ン 等 の 電 子 機 器 を 使 用 し て 行 う こ と が で き る こ と と し ，  

書 式 に 押 印 や 署 名 を 必 要 と し て い て も 不 要 と し た 。  

 

－ 金 沢 市 議 会 －  

 

 

 

 

 

 

７  そ の 他  

  特 に な し  

８  実 施 結 果 に 対 す る 所 感 ， 意 見 等  

  視 察 等 個 別 部 分 報 告 書 の と お り  



 

第 ３ 号 様 式 (第 ４ 関 係 )  

視察等個別部 分報 告書  作 成 者 氏 名  狩 野 明 彦  

１  視察（研 修・ 視察研修）の 実施 名称 （ テ ー マ ）  

視 察 研 修  

１ ，  滋 賀 県 彦 根 市  

彦根市ＤＸ推 進基 本方針につい て  

２ ，  福 井 県 福 井 市  

福井市ＤＸ推 進計 画について  

３ ，  石 川 県 金 沢 市  

金沢市デジタ ル戦 略・文書決裁 の押 印廃止（電子 化） について  

２  実施結果 に対 する所感，意 見等  

（質疑・意見 交換 した内容，今 後の 市政に生かす べき 点等）  

 今 回 の 総 務 委 員 会 の 視 察 で は 、 コ ロ ナ 禍 で 喫 緊 の 課 題 と な っ て い る

行政のデジタ ル化 について、集 中的 に視察を行う 事と した。  

１ ，  滋 賀 県 彦 根 市   ＤＸ推進室長 以下 ５名の説明を 受け た。  

１ ）  市民サービス のＤ Ｘ推進  

既 存 の 書 類 等 を 利 用 し 、 転 入 手 続 き な ど の 窓 口 に お け る 「 書 か な

い 」 行 政 手 続 き を Ｏ Ｃ Ｒ （ 読 み 取 り ） に て 実 現 。 一 部 手 続 き の 電 子

申 請 も 始 め た ほ か 、 要 望 が 多 か っ た 異 動 受 付 支 援 シ ス テ ム を 導 入 、

調布市も目指 して いる「どこで も市 役所」を一部 で実 現している。  

 ま た 福 祉 事 務 所 が 別 棟 の 為 、 テ レ ビ 電 話 を 用 い た 庁 舎 間 で の 市 民

対 応 も 行 っ て い る 。 今 後 こ れ ら の 拡 充 を 図 る ほ か 、 Ａ Ｉ や チ ャ ッ ト

ボット等によ る問 合せ等の 導入 を検 討している。  

２ ）  自治体運営の ＤＸ 推進  

タブレット端 末 を Ｈ 29 年 に 900 台 、Ｒ２年に 300 台 、 貸 与 し フ リ

ー ア ド レ ス 化 ・ ス マ ー ト 化 さ れ た 。 旧 式 化 に よ り 今 年 、 初 年 度 分 の

半 分 を 入 れ 替 え る 。 シ ス コ 製 の ジ ャ バ の ビ ジ ネ ス チ ャ ッ ト や テ レ ワ

ークを実施、 テレ ビ会議システ ムに よる遠隔会議 も行 っている。  

 ど こ の 自 治 体 も 一 緒 で は あ る が 今 後 、 専 門 職 の 雇 用 を 含 む デ ジ タ

ル 人 材 の 育 成 に 力 を 入 れ る と 共 に 、 基 幹 系 業 務 の 標 準 化 を 図 っ て ガ
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バメントクラ ウド への移行を進 める 。  

３ ）  地域社会のＤ Ｘ推 進  

オ ー プ ン デ ー タ の 公 表 、 デ ジ タ ル デ ィ バ イ ド の 解 消 の た め の ス マ ホ

講 習 、 防 災 分 野 や 福 祉 分 野 に お け る デ ジ タ ル 技 術 の 応 用 な ど の 拡 充

を図り産業・ 観光 なども含めた スマ ートシティ化 を図 る。  

 ベ ン ダ ー の 選 定 に つ い て 質 問 、 地 元 企 業 は 優 先 す る が 人 材 は 不 足

しているとの 事だ った。  

２ ，  福 井 県 福 井 市  

今 年 度 か ら 計 画 期 間 で あ る 「 福 井 市 Ｄ Ｘ 推 進 計 画 」 を も と に 説

明 を 受 け た 。  

１ ）  暮 ら し の Ｄ Ｘ  

・ 公 共 交 通 で は 、 ふ く い Ｍ ａ ａ Ｓ 協 議 会 を 設 立 し 、 実 証 実 験 を 今 年 行

い 来 年 構 築 、 令 和 ６ 年 に は 本 格 導 入 を 目 指 す と い う 計 画 で 、 複 数 の

自治体と産学 官連 携により進め てい る。  

・ 商 業 活 性 化 で は 福 井 県 の ふ く 割 を 活 用 、 市 独 自 の 電 子 ク ー ポ ン を 発

行している。 県人 口 70 万人のとこ ろ 39 万 人 が登録 し経済効果 17

億円と言われ てい る。（福井市 で ５ 億 円  ふく割 がす ごい）  

・ 防 災 関 連 で は あ ら ゆ る 媒 体 を 活 用 し た 市 民 へ の 情 報 伝 達 を は じ め 、

ド ロ ー ン を 配 備し 情報収集や捜 索活 動に活用する 。  

・ 文 化 芸 術 活 動 で は オ ン ラ イ ン 上 、 バ ー チ ャ ル で の 鑑 賞 の 機 会 を 作 り

次代の育成を 図っ ている。  

２ ）  産 業 の Ｄ Ｘ  

・ 漁 業 で は 定 置 網 に お け る 自 動 観 測 ブ イ な ど 、 農 業 に お い て は ド ロー

ン に よ る 農 薬 散 布 、 農 耕 機 器 の 自 動 運 転 、 総 合 環 境 制 御 の 園 芸 ハ ウ

スなど、ＤＸ によ る省力・効率 化を 図っている。  

・ 観 光 に お い て は 多 様 な 媒 体 を 活 用 し た 観 光 情 報 の 発 信 、 Ｗ ｉ － Ｆ ｉ

環境の整備を 拡充 している。  

３ ）  行 政 の Ｄ Ｘ  

・ 市 民 へ の 窓 口 サ ー ビ ス 向 上 の 為 、 事 務 手 続 き の 電 子 化 タ ブ レ ッ ト 端

末 や 各 種 シ ス テ ム の 活 用 を 行 う と 共 に 、 押 印 省 略 の 推 進 、 電 子 契 約
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の導入を進め る。  

・ Ｗ Ｅ Ｂ 会 議 、遠 隔臨場を促進 しＡ Ｉチャットボ ット の運用を拡充 。  

・ デジタル人 材の 確保・育成 に つい ては特に力を 入れ ている様子で 、  

 Ｄ Ｘ 推 進 委 員 会 （ 委 員 ） の 下 に Ｄ Ｘ 推 進 リ ー ダ ー を 設 置 し 、 そ の 育

成 を 目 的 と し た 研 修 を 充 実 さ せ て い る 。 さ ら に そ の 下 の 各 所 属 に １

名 設 置 さ れ る Ｄ Ｘ 推 進 員 が 所 属 の Ｄ Ｘ 推 進 、 情 報 機 器 等 の 管 理 ・ 障

害対応を行っ てい る。  

３ ，  石 川 県 金 沢 市  

シ ビ ッ ク テ ッ ク 発 祥 の 地 と 言 わ れ る 金 沢 市 、 市 民 が テ ク ノ ロ ジ ーを

活 用 し て 、 地 域 が 抱 え る 課 題 を 解 決 し よ う と す る 取 組 み で 非 常 に盛

ん で あ る 。 Ｄ Ｘ に 関 し て も 令 和 ３ 年 ４ 月 に 外 部 人 材 を 活 用 し た ＤＸ

会議が設置さ れた 。  

１ ）  新しい生活様 式に おける行政サ ービ スの提供  

・ 「 行 か な く て も い い 市 役 所 に 」 を 具 現 化 す る た め 行 政 評 価 対 象 とし

て 電子申請を 推進 している。  

・ オ ン ラ イ ン で 消 防 署 が 消 防 用 設 備 な ど を 点 検 で き る 、 ク ラ ウ ド 型 自

主 防 火 管 理 チ ェッ ク シ ス テムを 導入 。（商品名チ ェッ クメイト）  

・ＡＩによる チャ ット ボットを あら ゆる案内に拡 充。  

２ ）  職員の働き方 を改 革するスマー トワ ークの実現  

・フリーアド レス を拡大、ペー パー レス会議を推 進 。  

 上層部から 導入 し、コピー量 の削 減に一役。  

・ Ｒ Ｐ Ａ と Ａ Ｉ － Ｏ Ｃ Ｒ に よ り 、 大 幅 な 作 業 量 の 削 減 が 実 現 、 毎 年

10 業務を対応 さ せている。（ 突発 業務にも対応 ）  

 その効率化 は 70％ ～ 87％の削減 と驚異的。  

３ ）  職員のデジタ ル人 材の育成  

・ 令 和 元 年 か ら は 「 ① 最 低 限 の Ｐ Ｃ 操 作 ス キ ル か ら ② や る 気 あ る 職 員

のスキルアッ プ③ 最新技術を使 える ように」まで  

・ 令 和 ３ 年 か ら は 「 ① 一 般 職 員 向 け デ ジ タ ル 研 修 2000 人 ② デ ジ タ ル

行 政 推 進 リ ー ダ ー 育 成 研 修 100 人 ③ Ｄ Ｘ ア ド バ イ ザ ー 40 人 ④ Ｄ Ｘ

スペシャリス ト 10 人」の育成体制 イメージ。  
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 各レベルご とに 現実的で確実 な研 修を行ってい る。  

４ ）  文 書 決 裁 の押 印廃 止  

平 成 29 年より電 子決裁とする 文書 範囲の設定基 準を 設定。  

そ の 後 段 階 的 に 対 象 事 務 ・ 決 裁 範 囲 を 広 げ 、 電 子 決 裁 シ ス テ ム も 導

入。（電子決 裁率  令 和 ４ 年 83.30％ ）  

・ 押 印 の 見 直 し に つ い て は 、 法 令 等 に 定 め の あ る も の や 実 印 等 の 押 印

が必要な様式 など は押印を残し た。  

・「文書取扱 規程 」 「 文 書 管 理 規 程 」の改正や条 例を 制定。  

３その他（今 後の 課題・調査研 究す べきテーマ等 ）  

○ 今後の課題 とし て  

 行 政 に と っ て も 議 員 に と っ て も 、 非 常 に 難 し い デ ジ タ ル 化 に つ い て

３ か 所 の 視 察 を 行 っ た 。 コ ロ ナ 禍 に な り 喫 緊 の 課 題 と な っ た デ ジ タ ル

化 で あ る が 、 目 標 と す る と こ ろ は 「 市 民 の 利 便 性 の 向 上 」 「 行 政 事 務

の 効 率 化 」 等 、 各 自 治 体 ひ と つ で あ る が 、 そ の 取 組 み 方 や 手 法 は い ろ

い ろ で あ っ た 。 今 回 、 集 中 的 に ３ か 所 の 視 察 を 行 う 事 で 、 デ ジ タ ル 戦

略の知見を深 める と共に重要部 分が 理解できたこ とは よかった。  

 今 後 の 調 布 市 の デ ジ タ ル 戦 略 に か け る 思 い を 新 た に し て 、 さ ら に 先

進自治体の事 例を 参考としたい 。  
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視察等個別部分報告書  作成者氏名  清水  仁恵  

１  視察（研修・視察研修）の実施名称 （テーマ）  

令和４年度  総務委員会  行政視察  

２  実施結果に対する所感，意見等  

（質疑・意見交換した内容，今後の市政に生かすべき点等）  

滋賀県彦根市  彦根市ＤＸ推進基本方針について  

彦根市におけるＤＸ推進の現状・課題や今後の取組 等について視察

を行った。 彦根市では 人口減少・少子高齢化社会の到来 などの社会課

題 や 新 型 感 染 症 感 染 拡 大 に 伴 う 「 新 し い 生 活 様 式 」 に よ る 社 会 変 容

等、自治体運営において様々な課題に 直面したことから、それら に柔

軟・迅速かつ持続的に対応するため、業務の簡易化・効率化・迅速化

など の働き方業務改革を達成し、効果的な市民サービス提供を実現す

る組織へと変革・変容していく必要があると考えられており、デジタ

ルトランスフォーメーション 「ＤＸ」 はその有力なひとつの手段とさ

れている。  

国において令和２年、「自治体ＤＸ推進計画」が策定されたことか

ら、彦根市においても令和３年度～７年度までの５年間を計画期間と

した今後の方向性や取組スケジュールを示す基本方針が策定された。  

先 ず 、 ハ ー ド 部 分 に お い て 「 職 員 の 働 き 方 改 革 」 と い っ た 観 点 か

ら、 職員に一人一台のタブレット端末が貸与されており、 整備された

ネットワーク環境とクラウド電話が活用され、職員間におけるチャッ

トのやり取りや、ペーパーレス電子会議が可能となっていることに驚

いた。  

彦根市においては①市民サービスのＤＸ推進②自治体運営のＤＸ 推

進 ③地域社会のＤＸ推進、３つの領域から、その目指す方向性が示さ

れている。調布市では未だ取り組まれていない先進的取組について以

下に記したい。①市民サービスのＤＸ推進について「窓口での一部電

子マネーによるキャッシュレス決済」「転入手続き等における『書か

ない』行政手続 」「テレビ電話を用いた庁舎間での市民対応」など②

自治体運営のＤＸについて「ネットワークの無線化・タブレット端末
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によるフリーアドレス化・スマート化」「ビジネスチャットによる業

務改革」「テレビ会議システムによる遠隔会議」「文書管理（電子決

裁 ）システムによるペーパー―レス化、決 裁の迅速化」など③地域社

会のＤＸについて「 防災分野におけるデジタル技術の導入 」などであ

る。  

彦根市においては、先ず庁内のＤＸ化を急ぎ、市民サービスに順次

迅速に繋げて 行くといった考えの下、ＤＸ推進を図っていく 印象を持

った。確かにハードを構築す ることは最優先事項かも知れず、その予

算を調布市においてどの様に獲得していくのかは不透明である。国や

都 からの補助をどの様に活用し、どういった施策を優先し、計画的に

ＤＸ推進を図るのか が調布市に問われるものと感じた。  

 

福井 県福井市  福井市ＤＸ推進計画 について  

福井市におけるＤＸ推進の現状・課題や今後の取組等について視察

を行った。福井市ではこれまでの情報化計画を継承し、 ＩＣＴの浸透

により人々の生活をあらゆる面でより良い方向に変化させるＤＸを推

進して行くため、令和４年に「福井市ＤＸ推進計画」が策定された。  

福井市においては①暮らしのＤＸ②産業のＤＸ③行政のＤＸ、３つ

の領域から、具体的取組が示されている。 ①暮らしのＤＸでは、公共

交通・中心市街地・生活インフラ・地域活性化・共生や協働・ 福祉・

環境・防災や安全安心・文化や歴史や自然・学校教育・生涯学習と分

野ごとに市民に身近となる具体的取組が示されている。②産業のＤＸ

では農林水産業・商工業・観光の３分野において産業振興の観点から

取組が示されており、「スマート農業」の取組における農薬散布など

にドローンを活用するための経済補助事業などをはじめ、地域特性に

沿った 産業分野には特に注力 したいという意思が感じられる。③行政

のＤＸでは持続可能な行政運営が掲げられ、 庁内推進体制にしても副

市長をトップとした全庁的にＤＸ推進を図るための会議体（委員会）

を設置し、各部局に はＤＸ推進リーダーを 、さらには 各所属にＤＸ推

進員を設置 するなど 、全庁的に取組を進め る体制が整えられている様
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に感じた。  

さらに、産・学・官で連携を図るため福井市ＤＸ推進会議を設置 、

大学や放送局、生活インフラ関係、県など様々な分野からの有識者９

名による委員で構成、計画見直しや計画進捗に対する提言がされるそ

う であり、協働といった視点においても評価できる 。 このことから、

福井市ではいくつもの具体的施策につながっており、市民サービスの

向上や産業振興が図られている。調布市においても全庁的取組と協働

の視点をもったデジタル化の取組が望まれる。  

 

石川 県金沢市  デジタル戦略・電子決 裁について  

金沢市におけるＤＸ推進の現状・課題や今後の取組等について視察

を行った。金沢 市ではこれまでの ＩＣＴ 活用推進計画をバージョンア

ップさせ、 ＩＣＴ活用推進計画の終了を待たずして 令和３年 、新たに

「金沢市デジタル戦略」を ２年間の 計画として策定した。「誰 ひとり

取り残さないデジタル戦略都市・金沢 」を基本理念に標榜し、 ①新し

い生活様式における行政サービスの提供 ②職員の働き方を改革するス

マートワークの実践 ③地域社会におけるデジタル化の促進④デジタル

社会の担い手の育成⑤デジタル化を実現するための環境整備の５つの

基本方針を定めている。デジタル技術革新 への速やか な対応として、

ＤＸ会議やデジタル戦略推進本部の議論を経て実装すべき施策を随時

盛り込む ことを要することから、基本方針にバージョンを付与するこ

ととし、デジタル戦略策定時は基本方針のバージョンは 1.0 であった

も の が 、 令 和 ４ 年 ６ 月 に は 2.0 へ と バ ー ジ ョ ン ア ッ プ が 図 ら れ て い

る 。令和２年８月に外部人材活用 に資する「 スマートワーク推進アド

バイザー（早稲田大学教授） 」を招聘した。推進体制としては令和３

年４月にデジタル行政戦略課を設置し、産・学・官協働の視点をもっ

た金沢市ＤＸ会議を設置した。金沢市ＤＸ会議は市長直轄 の会議体で

はあるが、 市長がそ の長を務めることは行っておらず、原則毎月開催

され る会議に市長は出席する とのことである。 本会議の役割は、ＤＸ

に必要な新たな技術の提案・助言、ＤＸに関する迅速な意思決定の支
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援、ＤＸに関する市民への 情報発信、市デジタル戦略推進本部との連

絡調整などである。 また、庁内にはデジタル戦略推進本部を設置し、

戦略の実践・進捗管理、戦略への新たな施策の追加、ＤＸに関する全

庁的な意識の共有への役割を デジタル戦略推進本部が 果たしている。

さらに金沢市ＤＸ会議とデジタル戦略推進本部は相互に提案・助言を

行う関係となっており、進行が著しく速いデジタル分野 における変革

へ即座に対応する素地が築かれているものと思われる。  

金沢市においては 、職員研修の充実などデジタル人材育成やフリー

アドレスの導入 、ペーパーレス会議の推進、 ＲＰＡの活用 により防災

施策へ効果を上げるなどの具体的施策推進によって着実に理念の実現

が目指されている模様であった。  

その他「金沢市における内部事務の電子決 裁化と押印の見直し」に

関するお話しを 伺ったが、庁内における電子決 裁を推進するための押

印の見直しについては多種多様な文書があることから 、それらをどの

様 に 整 理 し 範 囲 を 設 け る か が 課 題 か と 感 じ た 。 令 和 ４ 年 度 ９ 月 末 現

在、金沢市における電子決 裁率は 83.3％のことであった。  

 

今回の視察において学んだ先進事例は、今後総務委員会の中でも議

論となることが予想されるため、調布市のＤＸ施 策についてもさらな

る見識を深めておきたい。  

 

３  その他（今後の課題・調査研究すべきテーマ等）  

  全て文中に記載。  
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視察等個別部分報告書  作成者氏名   阿部草太  

１  視察（研修・視察研修）の実施名称（テーマ）  

総務委員会行政視察《１０月２４日～１０月２６日》  

Ⅰ令和４年１０月２４日  彦根市ＤＸ推進基本方針について  

Ⅱ令和４年１０月２５日  福井市ＤＸ推進計画について  

Ⅲ令和４年１０月２６日  金沢市デジタル戦略・文書決裁の押印廃止（電子  

化）について  

２  実施結果に対する所感，意見等  

（質疑・意見交換した内容，今後の市政に生かすべき点等）  

Ⅰ  彦根市ＤＸ推進基本方針について  

市民サービスのＤＸとして、転入手続きにおける窓口での「書かない」行

政手続きを目標にする取り組みについて、ＯＣＲを活用しての取り組みを昨

年の３月から開始している。業務の効率化や市民の書く作業を少なくする事

業だと考える。現状の課題としては、職員が市民に対してリスニングをしな

がら入力や確認をする為時間の短縮には繋がらない部分だと考える。  

 地域社会のＤＸ推進では、保育園の入園申し込みを電子化する取り組みに

ついては、対象者が若い世代が多い事からデジタルデバイドの課題は少ない

事が分かった。デジタルデバイドの解消には多くの課題があり苦戦している

自治体が多いと考えるが、対象者の世代が広くない事業に対しては電子申請

などを積極的に取り入れるべきだと考える。  

 

Ⅱ  福井市ＤＸ推進計画について  

 暮らしのＤＸとして、令和６年の本格導入に向けて実証実験中の、 <ふく

いＭａａＳ >複数の公共交通機関を最適に組み合わせて検索・予約・決済を

一括で行うシステム・アプリは参考にしたい事例だが、実証実験が開始され

た直後であった事から引き続き注視していきたい事業だと考える。  

 同じく暮らしのＤＸとして、デジタルバウチャーを活用した商業活性化の

取り組みは良いと感じた。福井県の事業である《ふく割り》と言うアプリを

活用し市内の事業者で一定程度の買い物時に割引が活用されしっかりと事

業者と市民に活用される事業だと考える。  
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調布市単独では難しい事業だが参考になる事業だと考える。  

 

Ⅲ金沢市デジタル戦略・文書決裁の押印廃止（電子化）について  

デジタル戦略として、ＲＰＡとＡＩ－ＯＣＲの効果検証として、避難者行動

支援者名簿入力業務（ 34,000 件）を参考に 87％の作業時間の短縮が想定さ

れ 5,816 時間の想定作業時間が 737 時間に短縮と効果が明確に理解でき、実

績としても年間で 49 事業 9,834 時間の短縮につながり効果を感じた。  

 文書決裁の押印廃止（電子化）については、平成 28 年度から開始され初

年度は 1.35％から６年かけ徐々に決裁の段階を上げていき令和４年度は市

長決裁までいき全体の 83.3％の決裁が電子決裁になっている。  

押印の見直しは令和２年 12 月～令和３年３月までで 2,226 様式中 2,119

様式で押印を廃止した。調布市としても参考事例とし進めるべきと考える。 

３  その他（今後の課題・調査研究すべきテーマ等）  

本文に記載  

 



第３号様式（第４関係）  

視察等個別部分報告書  作成者氏名  井上  耕志  

１  視察（研修・視察研修）の実施名称（テーマ）  

令和４年総務委員会行政視察  

滋賀県彦根市  彦根市ＤＸ推進基本方針について  

福井県福井市  福井市ＤＸ推進計画について  

石川県金沢市  金沢市デジタル戦略・文書決裁の押印廃止 (電子化 )について  

２  実施結果に対する所感，意見等  

（質疑・意見交換した内容，今後の市政に生かすべき点等）  

 令和２年 12 月、国において「自治体ＤＸ推進計画」が策定され、「デジタ

ルの活用により、一人ひとりのニーズに合ったサービスを選ぶことができ、

多様な幸せが実現できる社会～誰一人取り残さない、人に優しいデジタル化

～」とのビジョンが示され、全国的にＤＸを推進することとなった。本市に

おけるデジタル化推進に向け、今回の総務委員会行政視察においては先進３

自治体の取組を視察したので、以下各自治体で感じた所感について記載す

る。  

 

滋賀県彦根市  

 彦根市においては「総合情報配信システム」「防災行政無線ネットワーク

システム」「ウェザーニュース社との連携による水防支援システム」「災害

時応援協定」等に対してデジタル化の取組が進められていた。導入に当たっ

て、防災・災害時対応に向けた内容が豊富であるという点が特徴的であると

言える。  

 また、平成 29 年に 900 台、令和２年に 300 台を配備し、職員一人一台タ

ブレットの導入がなされている。この施策によりパソコンの一人一台配備が

廃止されたとのことであるが、本市においては現在管理職までのタブレット

配備に留まっている点とあわせて、パソコンとタブレットそれぞれによる業

務のあり方についても検証を行い、的確な予算化が図られるようにしていく

必要がある。  

 ここでは、テレワークの導入状況についても意見交換を行ったが、在宅業

務に関しては情報系業務のみとのことで、基幹システムと同期したＬＧＷＡ
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Ｎを使用した業務を行うに当たっては本市も含めて今後全国的にどのよう

になっていくのか注視して行く必要がある。  

 

福井県福井市  

 福井市ではＤＸ推進計画を推進していくにあたって副市長をトップとす

る「福井市ＤＸ推進委員会」を立ち上げて全庁的に取り組みを進めていると

のことである。庁内のデジタル化を発展させていくためには、所管部署を立

ち上げるということに留まらず、各部局にＤＸ推進リーダーを、また各所属

にＤＸ推進員を配置しているという点が非常に興味深く、市としての本気度

を感じることとなった。各推進員がどのような方法によって選ばれているの

かとのやり取りの中では、「比較的若い職員が多いが、管理職からの登用も

あり年齢バランスは取れている」とのことであった。所管部署を中心として、

各所属にそれぞれ推進員を配置しながら庁内全体としてデジタル化を促進

していくという姿勢は本市としても学ぶところが多いものと考える。  

 また、「福井市ＤＸ推進計画実施計画 (アクションプラン )」においては、

福井県が実施しているスマートフォンアプリ「ふく割」を活用して福井市独

自のクーポンを発行することにより、市内小規模店舗で割引されるという事

業が実施されている。本市ではキャッシュレス決済ポイント還元事業を採用

しているが、この事業に対する予算は還元されたポイントが市内で消費され

るかどうかが不透明である点が懸念されるところであるが、市内消費に対す

る割引に予算がつくことで確実な域内消費につながるのではないかと考え

た。この事業についてはポイント決済における民間事業者との連携がはから

れない分、参加店舗をどのように確保していくのかという課題が付きまとう

わけであるが、システムが構築されることによって市で予算化された事業費

がそのまま市内消費に役立てられるため、さまざまな方策を検討していく余

地があるのではないか。  

 

石川県金沢市  

 金沢市では内部事務の電子決裁化と押印の見直しについて取組状況を伺

った。文書事務の電子決裁率推移が平成 28 年 1.35％、 29 年 6.15％、 30 年

8.93％、令和元年 15.97％、２年 35.91％、３年 62.39％、４年 83.3％と年々
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劇的に向上しているのもさることながら、財務会計事務や服務事務に関して

も現在の押印決裁から令和５年度には電子決裁化が予定されているとのこ

とであった。  

 本市における文書事務の電子決裁率の状況はおよそ６割程度とのことで

あり、財務会計事務の電子決裁化に関しても現在実現に向け検討中であるそ

うだ。国の押印見直しの動きに合わせて本市もいよいよ取り組みを促進させ

ていく必要があるが、そのために明確な設定基準を設けつつ、全庁的に導入

を促す担当を決めていくなどの対応も求められてくる。文書が膨大であるな

ど電子決裁することにより、業務が複雑化・非効率化するものに関してはそ

の決裁のあり方についての工夫も必要であろう。今後ゼロカーボンシティを

標榜する本市として、電子決裁における紙資源の大幅な削減などのメリット

を導入効果に掲げて施策展開を進めていく日はそう遠くないものと考える。

その日に向けて一定の数値目標を掲げて全庁的な取り組みを進めていくこ

とが大切である。  

３  その他（今後の課題・調査研究すべきテーマ等）  

文中に記載。  

 



第３号様式（第４関係）  

視察等個別部分報告書  作成者氏名   小林市之  

１  視察（研修・視察研修）の実施名称（テーマ）  

総務委員会  

 彦根市（彦根市ＤＸ推進基本方針について）  

 福井市（福井市ＤＸ推進計画について）  

 金沢市（金沢市デジタル戦略・文書決裁の押印廃止（電子化）について） 

２  実施結果に対する所感，意見等  

（質疑・意見交換した内容，今後の市政に生かすべき点等）  

彦根市ではデジタル技術を活用し、市民が「市役所庁舎に行かない・書類

を書かない・手続きを待たない」の実現を目指している。特に、転入手続き

時に、異動届をＯＣＲで読み取る異動受付システムで、市民は誤りが無いか

どうか確認してサインするだけ。他の部署の届け出もサイン一つで済むとの

こと。また、庁舎外にある他の部署（福祉部門、市民病院等）については、

テレビ電話で対応するとのこと。 1300 名の職員全員に１台タブレットを配

布し、そのタブレットに接続している電話機で職員間のやりとりを行い在宅

勤務も積極的に実施。保育園の入園申込みも電子申請で行い、市役所に来庁

しないで良い仕組み。また、多くの市主催のスマホ教室の実施等で、デジタ

ルデバイドの解消も図っている。  

基幹系システム（住民票や税関系等の重要な個人情報を取り扱う）につい

ては、調布市と同様に国からの指示もあり、セキュリティーの関係から持ち

出すことはしていない。  

転入時にＯＣＲを導入して市民に書類を書かせ書かせなくても良い取り

組みについては本市としても導入について検討すべきと感じた。来庁した市

民に何回も書類を書かせない取り組みについて参考となった。特に、保育園

の電子申請については、来庁させずに手続きができる点は見習うべきと感じ

た。情報漏洩のリスクが一番怖いとの話は本市も同様で、取り扱いには十分

注意をしていかなければならないと感じた。  

 

福井市では、ＩＣＴを活用した公共交通の利便性の向上として、今年度か

ら新幹線開業に向けて、民間事業者・学識経験者による産・学・官連携で、
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地域住民の移動ニーズに応じて、複数の公共交通を最適に組み合わせ、検索、

予約、決済等を一括で行うＭａａＳシステムを導入（本格実施は令和６年度

予定）。また、ＡＩを活用したチャットボットを運用し、24 時間 365 日市民

からの問い合わせに自動応答を行い、そのことにより電話やメールへの事務

が軽減され、窓口対応時間の短縮や混雑緩和につなげているとのこと。チャ

ットボットの正当率は７割で、チャットボット内で完結しているとのこと。

また、農業についても、自動運転トラクターや消毒散布用のドローンの活用

で農業のＩＴ化で働きやすい環境となっている。さらに、消防活動用のドロ

ーンを災害に備え定期的に訓練を行っている。  

本市に比べキャッシュレス決済については若干遅れているようであるが、

テレワークを利用している職員が 100 名いることや、チャットボットの活用

について参考となるものがあった。課題がまだまだ多いようで、庁内への機

運情勢や電子化に対する抵抗があり、業務の効率化やコスト化への意識が不

足していると感じているとのことで、さらに、新規事業の提案に対して財政

面の課題が多いとのことであった。本市でも将来的にＭａａＳシステムを導

入するようであるが、福井市の先進事例は本市の参考となると思った。  

 

金沢市の窓口のデジタル化では、チャットボットなどのＡＩによる自動案

内システムを導入し、ゴミ出しや子育て相談に対応。今月からマイナンバー

や引っ越し、介護、市税、救急等について拡充していくとのこと。中核市で

は初めて、全ての執務室にフリーアドレスを導入し、管理職を除く全ての専

用机を廃止したとのこと。また、Ｗｉ－Ｆｉを設置し、市長室・副市長室・

局長室でのヒアリングは原則ペーパーレス会議を実施。７割以上の部署でペ

ーパーレス会議が実施され。コピー機利用枚数も 30％削減したとのこと。  

また、電子申請サービスにより、年間申請が 100 件以上の手続が（ 331 手

続）が電子申請になっているとのこと。  

本市でも金沢市を見習い、電子申請により市民が市役所に行かなくても済

む申請手続システムを構築していく必要性を感じた。  

金沢市の文書決裁の押印廃止（電子化）状況は、令和４年度で 83.3％と

のことである。国の押印の見直しに合わせ、市民から市への文書については、

2226 様式中 2119 様式で押印を廃止。本人の意思決定が必要なものは「署名
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又は記名押印」として原則押印を不要とした。また、市から市民への文書に

ついては、改正前は原則押印であったが、改正後は規定がなければ公印省略

としている。本市ではまだまだ決裁文書に押印をしているが、金沢市を参考

に押印廃止へ取り組む必要性があると感じている。  

３  その他（今後の課題・調査研究すべきテーマ等）  

 今後、本市としてもＤＸが推進していくと思うが、デジタルデバイドへの

課題がある。この点について更なる先進事例を研究していく必要がある。  
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視察等個別部分報告書  作成者氏名   坂内  淳  

１  視察（研修・視察研修）の実施名称（テーマ）  

1.  彦根市のＤＸ推進基本方針について  

2.  福井市ＤＸ推進計画について  

3.  金沢市デジタル戦略・文書決裁の押印廃止 (電子化 )について  

２  実施結果に対する所感，意見等  

（質疑・意見交換した内容，今後の市政に生かすべき点等）  

総括的に３市とも手続きのオンライン申請と行政業務の効率化を図りつ

つ、政府のスケジュ－ルにあわせて標準化を進めるのに苦労をしていると感

じた。  

彦根市では  庁内は無線化しフリ－アドレスでサーフェス使用。フリーア

ドレス化。庁内電話はクラウド電話。申請書類をＯＣＲ読取し職員が入力。

市民は待ち時間に他の届け出可能なので、全体として効率的にはなってい

る。ラインレス、ペーパーレス、書類レスをアナログも含めてやっている。 

ＴＶ電話で分庁、市立病院との間は連絡。電子申請は利用者登録のサービス  

防災については、登録してもらいヤフー、ウェザ－ニュースの情報を流すよ

うにしている。セキュリティについてはポリシー、システム運用保守の面で

はＤＸアドバイサーの力を借り、業者とはプロポーザルや随意契約でやって

いる。  

 福井市は民間事業者と連携して圏域での公共交通の利便性と運行の効率

性確保の取組や商業振興のデジタル技術・ＳＮＳ利用の取組が進んでいる。 

市役所ではマイナンバ－利用の申請対象の拡大に取り組んでいるというこ

とだった。人材育成ではリーダ－研修は米国企業とパートナ－シップを結ぶ

ベネッセのオンライン学習サービスを利用。地方創生で福井市と包括連携を

結んでいる「あいおいニッセイ同和損保」から派遣された職員が行政のＤＸ

に職員と連携して取組んでいる。地方活性起業人事業活用で起業人が発案提

案した事業については地方交付税措置で支援される。  

 金沢市では電子決裁と押印廃止、庁内でのフリーアドレス化とペーパ－レ

ス化、庁内業務のＲＰＡ、ＡＩ－ＯＣＲ化に意欲的に取り組み業務の効率化

を進めている。デジタル人材育成ではマイクロソフトなどと連携協定にもと



第３号様式(第４関係) 

づく育成研修を行っていた。  

 以上踏まえた感想として、1.きわめて短時間の視察の範囲内だが各自治体

によって進捗している取組分野や相対的な力点には差異があること。2.その

上で、デジタル化は手段なので、庁内業務の効率化にしろ申請の効率化にし

ろ、各自治体のおかれた状況と解決すべき課題によって、優先順位や手法が

どのように検討され、取組まれたかということこそが重要だと感じた。 3.

国がデジタル化の行程表を示したことによって、各自治体独自の現状を踏ま

えたデジタル化の取組が阻害されるのではないか？ということも感じた。視

察した自治体の取組の中心は、庁内業務の効率化、申請のオンライン化、地

域活性化のためのデジタル技術の活用であり、国が重視しているデータ戦略

のための個人情報保護条例改正を行程表に乗せていないところもあった。自

治体の限られた人的・財政的資源をどこに配分するかについてもっと地方の

自主性を認めるべきである。  

３  その他（今後の課題・調査研究すべきテーマ等）  

２と重複するが、①各自治体のおかれた状況と解決すべき課題によって、デ

ジタル化の優先順位や手法がどのように検討され、取組まれたか。他には②

デジタル人材育成に関する民間企業人材の法的位置づけ。デジタル化につい

ての公民連携のルール化と見える化。③憲法 25 条、地方自治法に基づいた

「誰一人とりのこさない」社会福祉の実現のためのデジタル技術の活用の在

り方について。④若い世代がデジタル利用での社会課題解決や自主的な文化

活動などを自由に行える環境の整備。生活・学びの環境支援をベースに大人

の発想での特定の事業支援でなく、若い世代の自由な発想での取組を可能に

する施策展開について。  

 

 

 

 


